
 

 

 
 

 

令和８年度予算第一特別委員会 
 

【 速 報 版 】 
 

令和８年３月６日 
局別審査（国際局関係） 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
・この会議録は録音を文字起こしした初稿のため、誤字脱字がある場合があります。 

 

・正式な会議録が作成されるまでの暫定的なもののため、今後修正されることがあり 

ます。 

 

・正式な会議録が掲載された時点で速報版は削除されます。 

 

 
 

横 浜 市 会 



 

 
- 1 - 

国 際 局 関 係 

                             午前10時00分開会 

○麓理恵副委員長 ただいまから前回に引き続き予算第一特別委員会を開きます。 

                                  

○麓理恵副委員長 それでは、国際局関係の審査に入ります。 

                                  

○麓理恵副委員長 質問の通告がありますので、順次、これを許します。 

 なお、投影資料の使用の申出があったものについては、いずれもこれを許可しま

す。 

 それではまず、横溝じゅん子委員の質問を許します。（拍手） 

○横溝じゅん子委員 国民民主党、横溝じゅん子です。よろしくお願いいたします。 

 新たな中期計画素案ではグローバル都市戦略が掲げられました。これは令和３年２

月改定の横浜市国際戦略を継承していると理解しています。当時の国際戦略ではＳＤ

Ｇｓの視点を踏まえた事業推進が掲げられ、今回、改定から５年が経過し、サーキュ

ラーエコノミー、ＡＩ、半導体など世界の産業構造も大きく変化しています。 

 こうした中で、国際局のグローバルネットワーク推進部と政策経営局が統合し新た

に政策経営・国際戦略局が設置されますが、機構改革を踏まえたグローバル都市戦略

の進め方について局長に伺います。 

○山下国際局長 政策経営局と統合することで、各局の情報を常に把握し世界目線での

政策形成に生かすとともに、シティプロモーション推進室との密の連携により政策発

信機能を強化することが可能となります。明日をひらく都市プロジェクトの観光・経

済の活性化においても総合調整機能を発揮し、施策間の連動を図ってまいります。こ

うした全庁的な取組を通じて、国際平和に貢献しながら市民が世界に誇れる都市を目

指してまいります。 

○横溝じゅん子委員 近年、観光分野ではコンテンツツーリズム、いわゆる聖地巡礼な

どＩＰコンテンツを起点とした地域活性化が各地で進んでいます。スライドです。

（資料を表示）世界の人気ＩＰコンテンツランキングを見ると日本発のＩＰが多数を

占めています。この中で、経済産業省によるコンテンツ産業へのアドバイスとして、

ＩＰの世界観に消費者を引き込むだけではなくＩＰを活用してプラットフォームの価

値を高めるという方向性を示しています。つまり、ＩＰを活用しながら横浜の都市ブ

ランドを高めていくという視点が重要になります。スライドです。2023年時点の経済

産業省データではインバウンド消費は4.6兆円と半導体産業を上回っており、日本経

済に与えるインパクトの大きさが分かります。スライドです。 

 観光客の消費による直接効果だけではなくそこから関連産業に広がる間接的波及効

果が期待されますが、海外向けの都市ブランディングを行う上での経済成長、そして

観光発展における現状の課題をどう捉えているか、局長に伺います。 

○山下国際局長 本市には交通アクセスや生活環境のよさ、多様なコンテンツ、産業集

積等の強みがある一方で、海外における横浜の認知度やブランド力は十分とは言えな
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い状況だと考えております。インバウンド誘客やグローバル企業等の誘致に向けて、

誰に対し何をいかに伝えるかを明確にした上で横浜にしかないというブランド価値を

つくり、戦略的にプロモーションを進めることが重要と考えます。 

○横溝じゅん子委員 さらに、国際会議の開催について伺います。日本政府観光局の

データによると2024年の国際会議は横浜が103件に対して東京は350件と３倍以上の開

きがあります。これに伴う外国人来訪者数も東京が横浜を大きく上回ります。 

 今回新たに設置される局として令和８年度に行う都市ブランディングプロモーショ

ンの取組について局長に伺います。 

○山下国際局長 令和８年度は、横浜の海外における認知度向上に向けまして横浜の魅

力や強みを改めて掘り起こし、グローバル企業や海外都市、国際機関、国際会議な

ど、それぞれの具体的なターゲットに合わせた都市の価値としてリブランディングを

していきます。その内容を軸に海外発信用ウェブサイトの全面改修による横浜ブラン

ドの発信や企業などの誘致に向けたターゲット別セールスツールの作成、海外メディ

アと連携した観光プロモーションなどを進めてまいります。 

○横溝じゅん子委員 観光による直接効果が関連産業への間接的波及効果となる経済効

果によって市内における雇用促進、そして、市民の手取りが増えることでシビックプ

ライドにつながると考えます。経済波及効果分析等はデータドリブンな手法を活用

し、施策の効果が市民に分かりやすく示されることを期待します。 

 次に、サーキュラー都市の国際展開について伺います。 

 カーボンニュートラルと比べてサーキュラーエコノミーというのは社会全体で共有

された目標値はまだ十分に存在しておらず、取組のベンチマークですとか進歩を図る

指標は国際的な合意が確立されていない状況です。一方、ヨーロッパ諸国では政策分

野の環境政策で先行しており、国単位、そして企業単位でサーキュラーエコノミー指

数を定めています。横浜がアジアの都市とともに循環型の都市に移行するためには、

グローバルスタンダードへの対応で遅れを取らないことが重要であると考えます。 

 そのため、国際機関からの強力な支援が不可欠であると考えますが、国際機関と連

携を深める上での課題についてグローバルネットワーク推進部長に伺います。 

○冨岡グローバルネットワーク推進部長 世界の課題を解決することを目的とする国際

機関との連携を深めていくためには、本市が世界レベルの課題の解決に十分に貢献で

きる連携相手であると国際機関から認識されることが不可欠です。そのためには日々

変化する国際社会の中において世界的な潮流や課題の文脈を理解した上で本市の経験

や実績を適切に発信していく必要があり、大きな課題だと考えております。国際局と

しては、国際機関と丁寧かつ継続的なコミュニケーションを取ることで単発で終わる

ことのない継続した連携となるよう努めております。 

○横溝じゅん子委員 サーキュラーエコノミーの最終的な目標は、経済活動と資源消費

のデカップリングを実現し持続可能な社会を構築することであります。副次的には資

源供給リスクの緩和、国際機関との連携を通じた新たなビジネスの創出が期待される

ところですが、令和７年度の国際機関との連携実績についてグローバルネットワーク
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推進部長に伺います。 

○冨岡グローバルネットワーク推進部長 世界の課題解決に貢献することで市民の皆様

に誇りを感じていただけることを目指し、様々な国際機関と連携を深めました。例え

ば国連ハビタット、ＵＮＤＰ等と連携したセミナーを開催したほか、ＯＥＣＤと連携

し本市の気候変動対策を評価したレポートを世界で初めて公表しました。また、国連

ハビタット、ＵＮＤＰ、シティネット等、国際機関による賛同の下、アジア循環型都

市宣言制度が設立されました。 

○横溝じゅん子委員 国全体の目標や指標の見直しと調合を図りながら業界や製品単位

での目標設定や達成支援を進めていくためにも、令和８年度はこれまでの実績を生か

しつつ国際機関との連携を強化すべきと考えますが、局長の御意見を伺います。 

○山下国際局長 横浜が国際的な評価を獲得し世界におけるプレゼンスの向上を目指す

グローバル都市戦略の初年度として、令和８年度は国際機関との連携を一層強化すべ

き年と認識しております。GREEN×EXPO 2027等、あらゆる機会を捉え国際機関に向け

て働きかけを行い、アジア循環型都市宣言への協力や令和８年度に新たに開催するア

ジア太平洋循環型都市フォーラムＡＰＣＣ－Ｆｏｒｕｍへの参加を促すなど、連携を

深めていきます。さらに、国際機関が主催する会議への横浜市の参画を推進し、世界

に横浜市の施策を広くアピールするなど力強く進めてまいりたいと思います。 

○横溝じゅん子委員 半年後には本市におきまして第１回アジア太平洋循環型都市

フォーラムの開催が予定されています。このフォーラムですが、先月末には市内の廃

棄物処理業者７社と発足した横浜市資源循環推進プラットフォームに関連したビジネ

スネットワーキングがアトリウムにて開催されました。この流れを生かして横浜がア

ジアにおける循環型都市の取組をリードしていくことを期待して、次の質問に移りま

す。 

 次に、外国人材の受入れと多文化共生について伺います。 

 スライドです。（資料を表示）現在、本市における外国人総数は１月末時点で13万

8000人となっています。横浜市の人口に占める割合は３％を超えており、コロナ禍以

降、およそ１万人ずつ増加しています。 

 本市では、世界における横浜の認知度、プロモーション、そして海外から人材や企

業を呼び込む取組を進めていますが、横浜市の外国人住民について国籍や在留資格の

面で全国と比べてどのような特徴があるのか、総務部長に伺います。 

○手塚総務部長 令和８年１月末時点で市内には170の国、地域の方が居住していま

す。直近のデータで外国人人口の構成を全国と比較しますと本市では中国とインドの

割合が高い一方、ベトナムとブラジルの割合は低くなっています。また、在留資格別

の人口構成についてですが、本市では永住者が全体の32％を占め、全国の22％と比べ

て割合が高くなっています。一方で、在留期間が短期間である技能実習、特定技能は

全国が18％に対しまして本市では11％と割合が低い特徴があります。 

○横溝じゅん子委員 市全体としての特徴に加えて区ごとに状況が異なる点にも注目す

る必要があります。例えば開港のまちである中区では古くから外国人が居住してお
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り、現在では区人口の１割強を外国人が占めています。スライドです。このような状

況を踏まえて中区では平成29年３月に中区多文化共生推進アクションプランを策定

し、現在は第３期のプランとなり、外国人との共生を進めています。しかしながら、

昨日、５日に国際局が公表した横浜市の国際事業等に関する市民意識調査によります

と、日本人も外国人も安心して共に生活できる環境があると感じる人は約半数のみと

いう結果が出ています。今後力を入れるべき取組としては地域の習慣やルールの周知

をしてほしいが63.5％と最も多くなっています。 

 このことから、地域特性を踏まえて多文化共生の取組を進めるべきと考えますが、

局長の見解を伺います。 

○山下国際局長 国籍や集住地域などが拡大し地域のニーズが多様化する中、本市では

居住する外国人の国籍等に応じた通訳の支援や国際交流ラウンジ等での多言語での相

談、地域の団体と連携した相互理解のイベントなどを地域別の特性を踏まえて実施し

てきました。今後は、年齢構成や在留資格、通学・就労状況などを学校区単位で分析

してデータを把握するなど、よりきめ細かな地域特性を踏まえた対応に向けて取組を

進めていきます。 

○横溝じゅん子委員 また、同じ意識調査では約８割の方が横浜市を国際的なまちと認

識していますが、それを誇りに思うと回答した人は２割にとどまっています。多文化

背景を持つ方々が共に暮らすためにはお互いの文化を理解したいという問いかけには

９割の方が「そう思う」と回答しています。このことから、地域社会において相互理

解を深めていく取組をさらに進めていくことを要望して、私の質問を終わります。 

 ありがとうございました。（拍手） 

                                  

○麓理恵副委員長 次に、大和田あきお委員の質問を許します。 

○大和田あきお委員 日本共産党の大和田あきおです。党を代表し質問いたします。 

 まず、国際平和への貢献について伺います。 

 令和８年度国際局予算案の概要における予算編成にあたってでは、「国際平和への

貢献は、ピースメッセンジャー都市の称号を持つ本市にとって、重要な使命です」と

されています。国際局がこれまで取り組まれてきた活動について伺います。 

○手塚総務部長 市民の皆様一人一人に平和を強く願う気持ちを持っていただけるよ

う、講演会やパネル展示など啓発を中心に据えた取組を実施するとともに核実験を

行った国への抗議文の送付などを行ってきました。また、戦後80年に当たっては横浜

大空襲をテーマにした講演会の実施や平和を願う市長コメントの発出なども行いまし

た。 

○大和田あきお委員 今後、局の再編で国際局が廃止されるとのことですが、これまで

取り組まれてきた国際平和への貢献の活動などの平和事業のさらなる発展的な取組が

必要と考えますが、今後どのように進めるのでしょうか。また、そのための予算を担

保できるのかどうか、伺います。 

○手塚総務部長 令和７年度は予算を増額しまして戦後80年の取組を進めてまいりまし
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た。令和８年度予算はこの増額した令和７年度予算額と同額を維持し1100万円を計上

しています。これまで国際局で積み重ねてきた特に若い世代を意識した啓発の取組を

局再編後も引き続き着実に進めまして、平和の尊さを次世代に受け継いでまいりま

す。 

○大和田あきお委員 次に、アメリカとイスラエルは２月28日、イランに対する大規模

な先制攻撃を開始しました。報道では、アメリカとイスラエルの攻撃で最高指導者ハ

メネイ師が殺害され、イランは31州中24州が攻撃を受け、死者は200人以上に上って

います。南部、イラブの小学校攻撃での死者は子供たち100人を超えています。アメ

リカとイスラエルによるイランへの先制攻撃は国際法違反であり、国連憲章違反で

す。イランの報復攻撃によりイスラエルでは死者１人、負傷者120人以上、周辺国の

米軍基地も攻撃対象となり、死傷者が報告されています。国連のグテーレス事務総長

は、同日、安保理緊急会合で国際の平和と安全への重大な脅威と強い危機感を示し、

敵対行為の即時停止と緊張緩和、イランの核問題を含む交渉への即時復帰を求め、さ

らなる事態悪化を防ぐためあらゆる手を尽くさなければならないと訴えました。 

 このような事態に対して横浜市としての見解を求めます。 

○山下国際局長 委員おっしゃるとおり、児童をはじめ多くの方々が犠牲となっている

との報道がございます。一刻も早い事態の沈静化を願っております。 

○大和田あきお委員 その上で、日本共産党、私たちは、日本政府に対し、アメリカと

イスラエルによるイランへの先制攻撃は国際法違反であり、国連憲章違反である、全

ての加盟国は国際法及び国連憲章に基づく義務を遵守しなければならない、アメリ

カ、イスラエル、イランに敵対行為の即時停止と緊張緩和を日本政府から要請すべき

と考えますが、市として国際法は遵守するべきものと捉えているのでしょうか。見解

を伺います。 

○山下国際局長 国際法は遵守するべきものと捉えているかという御質問に対しまして

は、国際法は遵守すべきものと考えております。 

○大和田あきお委員 今なおアメリカ、イスラエルがイランとの話合いを全く無視し、

一方的に攻撃しています。このような世界の情勢を踏まえて、国際法違反の情勢に対

して、横浜市として今後国際平和への貢献について取り組むことを要望し、次の質問

に移ります。 

 外国人に対する差別、排外主義への取組について伺います。 

 排外主義の特徴は他者の存在、尊厳と人権を認めないことにあり、排外主義の攻撃

の矛先はやがて全ての人々に向けられるというのは歴史の教訓と考えますが、市とし

ての排外主義に対する見解を求めます。 

○山下国際局長 外国人に対する差別は人としての尊厳を傷つけるものであり、あって

はならないことであります。市内の外国人人口は約14万人となっており、外国人住民

は地域社会を構成する大切な一員です。言語や習慣などが異なる住民同士が地域社会

で共に暮らせるよう、相互理解を深めることが重要と考えます。 

○大和田あきお委員 今年２月22日、横浜市内の人権団体などが差別・排外主義を許さ
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ないネットワーク横浜を立ち上げました。ネットワークでは１つ目に差別、ヘイトス

ピーチ禁止条例の制定、外国ルーツの市民への差別と排外を許さないキャンペーン、

３番目には差別の被害から外国ルーツの市民を救済する地域活動などに取り組んでい

くとしています。県内３政令市で差別を禁じる条例がないのは横浜市だけです。ＮＰ

Ｏ法人在日外国人教育生活相談センター・信愛塾のワン・ユェン・ウェイさんは、マ

イノリティーが生きづらい社会にどんどんなっている、私たちは参政権がないので、

多くのマジョリティーに声を上げてもらい一緒に社会をよくしていきたいと呼びかけ

ており、差別禁止、ヘイトスピーチ罰則条例を市に制定を求めるなど、市民の力で差

別のない多文化共生の実現を訴えています。 

 市として、このような市民団体の差別禁止、ヘイトスピーチ禁止の取組についてど

のように考えるか、見解を求めます。 

○手塚総務部長 個別の市民団体やその活動につきまして意見を申し上げる立場にはな

いため差し控えさせていただきますが、外国人の方々、外国にルーツがある方々の人

権もしっかり守られるべきであり、差別のない社会を目指すことは大切なことだと考

えております。 

○大和田あきお委員 現在、ＳＮＳなどを含めて本当に差別、排外主義が横行していま

す。このような事態に横浜市が毅然と取り組むことが必要ではないかと考えていま

す。 

 今後、差別意識や排外主義が拡大しないよう市として多文化共生にしっかり取り組

むことが必要と考えますが、見解を求めます。 

○山下国際局長 先ほども申し上げましたとおり、差別は人としての尊厳を傷つけるも

のであり、決してあってはなりません。ＳＮＳなどで差別につながるような誤解を招

く情報が拡散された場合には、正しい情報を発信していくことが大変重要であると考

えています。言語や習慣、文化などが異なる背景を持つ人々が互いに認め合い、理解

し合い、尊重し合って暮らせる地域社会づくりを推進し、しっかりと多文化共生に取

り組んでまいります。 

○大和田あきお委員 外国人のみならずマイノリティーの方たち全てを含めて改めて市

民の声を重視して、このような差別禁止、ヘイトスピーチ罰則条例の制定について、

今後、市としても検討すべきと考えますので、ぜひそのことを今後とも深く考えてい

ただきたいと要請し、質問を終わります。 

                                  

○麓理恵副委員長 次に、関勝則委員の質問を許します。（拍手） 

○関勝則委員 自由民主党の関勝則でございます。国際局の令和８年度予算について質

問してまいります。どうぞよろしくお願いいたします。 

 さて、令和８年度は組織再編が予定されており、国際局としてはこれが最後の予算

審議になるかと思います。他局へ事業が移管されてもしっかりと本市の国際施策を

リードするという気概を持って取り組んでいただきたいと思っていますので、そうし

た思いも込めて順次伺ってまいりたいと思います。 
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 まずは、令和８年度の国際局予算について伺います。 

 現在の世界情勢はロシアのウクライナ侵攻の長期化や中国、北朝鮮による緊張の高

まりなど不安定化が続き、加えて、イランなど中東情勢の悪化が国際物流や経済にも

影響を及ぼしています。また、地球規模の課題である気候変動への対応や少子高齢化

の進展、急速な技術革新など、社会を取り巻く環境はかつてないほどの速度と規模で

変容してきています。このように地球規模の複雑な課題に直面する中で横浜が持続的

に成長発展していくためには世界の潮流や変化に対応していかなければなりません。

世界を意識した大きな視点で改革に取り組むためにも国際施策を今まで以上に展開し

ていくことが重要と考えます。令和８年度は中期計画2026-2029の初年度であり、こ

れからの４年間の方向性を定める大事な年でもあります。 

 そこでまず、令和８年度国際局予算編成の考え方について局長に伺います。 

○山下国際局長 委員おっしゃるとおり、国際情勢は日々変化しております。また、都

市間競争が一層厳しさを増す中で本市が持続的に成長し続けるためには、地球規模課

題の解決に貢献しながら国際プレゼンスを高め、世界から選ばれる都市となることが

重要です。令和８年度は、中期計画素案に掲げたグローバル都市の推進に向けた戦略

を着実に進めるため、アジアの循環型都市移行におけるリーダーシップの発揮や国際

交流、国際平和の推進、多様な背景を持つ市民の皆様が安心して暮らせる地域社会づ

くりなどに重点を置き予算案を編成しました。 

○関勝則委員 現在、令和８年度の組織再編が議論されており、その中で、国際局は政

策経営・国際戦略局と市民局に再編される案が示されています。これまで本市は政令

指定都市として唯一国際局を設置し多くの実績を積み重ねてきました。組織再編を

行ったことにより結果として予算が十分に確保されないことや国際施策が後退してし

まうようなことは決してあってはなりません。これまでの成果を確実に継承しながら

国際施策をより一層力強く進めていくことが重要です。 

 そこで、組織再編後も本市の国際施策をこれまで以上に進めていくべきと考えます

が、局長の見解を伺います。 

○山下国際局長 議案の議決が前提とはなりますが、組織再編に当たってはこれまで国

際局が培ってきた知見やネットワークを確実に引き継ぎ、さらに発展させてまいりま

す。組織再編後は横浜ブランドの海外発信の強化、またアジア・スマートシティ会議

の実績を基盤とした新たな国際会議やＡＰＵＦ－９の開催を進めます。さらに、ＴＩ

ＣＡＤ９を契機としたアフリカ各都市との連携や姉妹・友好都市などとの交流、国際

機関等と連携した国際平和の啓発、地域で暮らす外国人との相互理解の推進など、庁

内一丸となって国際施策をより一層推進し、市民の皆様が世界に誇れるグローバル都

市横浜を目指してまいります。 

○関勝則委員 グローバル化が急速に進展する中で、戦略的な国際施策の展開はこれか

らの横浜の成長に欠かすことができないものです。組織体制が変わっても今まで以上

に取組を進めることができるのか、ここからは各事業について順次伺ってまいりま

す。今般の機構改革により国際事業は政策経営・国際戦略局を中心に進めていくこと
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になりますが、これまでの積み重ねを矜持としてしっかりと引き継ぎ、さらに高めて

いかなくてはなりません。そこで重要になるのがグローバル都市の推進ですが、予算

代表質疑においては本市が目指す姿やその意義を確認いたしました。市長からは、横

浜が世界から選ばれることにより都市の持続可能性や活力が向上することに加え、次

世代をはじめとする市民の方が世界をより身近に感じていただける機会の創出にもつ

ながるとの答弁がありました。 

 そこでまず、市民の皆様に世界をより身近に感じていただける機会をどのように創

出していくのか、局長に伺います。 

○山下国際局長 今年度行った国際事業に関する市民意識調査では、世界とのつながり

を身近に感じる場面として世界の出来事や問題を知る、考える機会や外国人との対面

で交流する機会を選択する方が多いことが分かりました。市内の国際機関や国際会議

などあらゆるリソースを活用して、気候変動などの世界の問題について考える機会や

海外の方と交流する機会などをつくるとともに、横浜の国際施策の取組を広く発信し

次世代をはじめとする市民の皆様に世界とのつながりを一層実感していただけるよう

取組を進めます。 

○関勝則委員 今、局長の御答弁の中で市民意識調査ですか、昨日、私も拝見させてい

ただきました。その中で、横浜は国際的なまちであると思う市民の割合が83％である

ことが確認されました。今後もグローバル都市戦略をしっかりと市民の世界が身近に

なるという実感につなげていくことが大変重要と考えます。 

 ここからは、グローバル都市の推進につなげていくための個別事業の内容について

質問してまいります。グローバル都市を推進していくためにはこれまで横浜市が積み

上げてきた取組、そしてこれらを継続していくことがとても重要です。直近では昨年

８月、横浜では４回目となる第９回アフリカ開発会議が開催され、東京開催の３回を

上回ることにもなりました。2008年に横浜で初めてＴＩＣＡＤが開催され、それを契

機として始まった横浜とアフリカとの交流は様々な分野に及んでいます。我が党で

は、佐藤祐文日本アフリカ友好横浜市会議員連盟会長や田野井一雄議員をはじめとし

た多くの議員により以前から継続的に現地で次世代交流に係る活動を進めてきたこと

は、国際都市横浜の強みを生かしたグローバル人材の育成という点で大変有意義なこ

とだと考えております。私も2018年、アフリカ友好議連の一員としてコートジボワー

ルを訪問し様々な場所を視察してまいりましたが、特にアトランティッド小学校での

子供たちとの交流は忘れがたい思い出となっております。 

 ＴＩＣＡＤ９会期中及びその前後でも次世代育成の取組を実施したことと思います

が、改めて、ＴＩＣＡＤ９横浜開催を契機に行った令和７年度の次世代育成の特徴及

び成果について伺います。 

○柳沢グローバルネットワーク推進部担当部長 市立学校の児童生徒を中心に大学生ま

で含めた幅広い世代の若者を対象に様々な取組を実施いたしました。いわゆる一校一

国では対象を高校と特別支援学校にも拡大し、アフリカ交流プログラムとして発展さ

せ、継続して取り組んでおります。また、国の補助金を活用して高校生による相互訪
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問を行ったほか、100名を超える大学生がアフリカの課題解決について考える半年間

の学生プロジェクトを実施いたしました。将来のキャリアを考える年代を含めアフリ

カを身近に感じることにつながったと考えております。 

○関勝則委員 ＴＩＣＡＤ９で参加国、都市と深い交流ができたのもこれまでの取組の

蓄積があったからこそと考えてもおります。アフリカに一番近い都市を標榜する横浜

としてＴＩＣＡＤ９の成果やこれをきっかけとしたアフリカとの交流を一過性のもの

とせず、来年度も市民がアフリカを実感したり、市民や市内企業のメリットとなる取

組に育てていくべきと考えます。 

 そこで、ＴＩＣＡＤ９のレガシーを生かした令和８年度の取組についても伺いま

す。 

○柳沢グローバルネットワーク推進部担当部長 ＴＩＣＡＤ９横浜開催の実績を踏ま

え、これまで培ってきたアフリカとの絆を生かした取組を進めます。次世代育成にお

いては特に高校生を対象にオンライン等を活用した現地との交流機会を創出いたしま

す。ビジネス交流ではアフリカからも登壇者を招いてビジネスセミナーを開催すると

ともに、市内企業の現地でのビジネス展開を支援いたします。そして、技術協力にお

いてはアフリカにとってニーズの高い廃棄物管理の分野を中心に知見を共有するな

ど、全ての取組を横浜とアフリカ相互の成長につなげてまいります。 

○関勝則委員 アフリカとの長年にわたる交流は私が大事にしている温故知新を具現化

しているものと考えてもおります。ＴＩＣＡＤを横浜で初めて開催して約20年となり

ますが、今後、世界での大きな成長が見込まれるアフリカとの連携を深めることは、

本市の将来にとっても非常に重要だと考えています。令和８年度予算では、改めて局

の予算概要を確認しますとこれらアフリカとの連携についてもグローバル都市戦略推

進事業に位置づけられており、新たな局でどのようにグローバル都市戦略を推進して

いくのかが気になります。 

 そこで、今後のアフリカとの連携をどのようにグローバル都市戦略の推進につなげ

ていくのか、局長に伺います。 

○山下国際局長 先ほど委員おっしゃったとおり４回のＴＩＣＡＤ開催を通じて、アフ

リカに一番近い都市を標榜するほどに横浜とアフリカとの絆は強固なものとなってお

ります。この絆の下、学校などと連携した次世代による交流をグローバル人材の育成

につなげるとともに、成長著しいアフリカへの本市の技術力を生かした協力を通じて

横浜の国際プレゼンスのさらなる向上を図るほか、あらゆる機会を捉えて市民の皆様

にもアフリカに親しんでいただける機会を創出します。今後は、本市の政策を統括す

る新局となりますので、こうした取組を関係各局と一層連携して進め、グローバル都

市戦略の推進につなげてまいります。 

○関勝則委員 次に、アジア太平洋循環型都市フォーラムについて伺います。 

 2025年11月に開催されたアジア・スマートシティ会議は、アジアの都市課題解決に

向けた議論を行う会議として毎年開催され、昨年で14回目を迎えました。2012年に参

加者約100名規模での会議としてスタートした本会議は、昨年には2000名を超える参
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加者が集まるまでに成長してきたと伺っております。各都市の代表者から提示される

都市課題や成長へのビジョン、民間企業や学術機関による革新的ソリューションの提

案、公民連携を資金面で支援する国際機関の施策など、世界の様々な知見が共有さ

れ、参加者が新しいビジネスチャンスを発見できる場として、横浜市を代表する国際

会議へと発展してきたと認識しております。10年以上にもわたりこのような国際会議

を開催し続け、成長させることができたことは国際局としての強みだと思っておりま

す。 

 そこで、14回にわたりアジア・スマートシティ会議を開催してきた所感について局

長に伺います。 

○山下国際局長 高い御評価をいただき、ありがとうございます。アジア・スマートシ

ティ会議は、自治体主催でありながら世界銀行やアジア開発銀行といった名立たる国

際機関の継続的な協力を得て都市課題解決の実践を生み出し、他に類を見ない国際会

議に成長してきたと考えております。今年度、本市の呼びかけによってアジア循環型

都市宣言制度という国際的な都市の枠組みが創設されたことは、14回の会議開催を通

して積み上げた実績と海外都市、機関からの信頼のたまものであると実感していま

す。 

○関勝則委員 昨年11月のアジア・スマートシティ会議では、来年度から会議名称を変

更し、アジア太平洋循環型都市フォーラムＡＰＣＣ－Ｆｏｒｕｍを新たに立ち上げる

方針が示されました。会議の対象や内容など、どのような狙いで会議を立ち仕上げる

のか、気になるところです。 

 そこで、アジア太平洋循環型都市フォーラムを新たに開催する狙いについても局長

に伺います。 

○山下国際局長 環境と経済が両立する循環型社会の実現に向け、都市の結束と行動が

国際的に期待されています。循環型都市の知見共有のプラットフォームとして新たな

フォーラムを開催することは、アジア循環型都市宣言制度の発起都市である本市がこ

の分野で世界に貢献していくという決意の表れであります。アジア・スマートシティ

会議の実績を基盤に本市が先頭に立ってアジアでの循環型都市への移行を加速させて

まいります。 

○関勝則委員 循環型都市への移行は食や建築などあらゆる分野で全庁一丸となって進

めていく必要があります。来年度はアジア太平洋循環型都市フォーラムが立ち上が

り、アジア循環型都市宣言制度の本格展開が期待されるなど、横浜市のグローバルな

循環型都市としての真価が問われる年になると思います。 

 そこで、循環型都市として国際展開を進めていく意気込みについて、これは佐藤副

市長に伺います。 

○佐藤副市長 長年にわたります国際協力を支える国際局が築いてまいりました海外都

市、国際機関との強固な信頼関係や市民や企業との協働による持続可能な都市づくり

の経験は、本市が循環型都市として国際展開する上での大きな強みでございます。こ

れらの強みを生かしましてアジア循環型都市宣言制度の拡大に貢献し、新たに開催す
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るフォーラムを必ず成功させることで、アジアを代表する循環型都市として世界的な

認知と評価を揺るぎないものにしていきたいと考えております。 

○関勝則委員 ぜひよろしくお願いいたします。アジア・スマートシティ会議は、これ

まで国際局が中心となり、アジア各都市との信頼関係や実質的な連携につなげてきた

重要な国際会議です。そして、このアジア・スマートシティ会議の長年にわたる実績

は横浜市がアジアの都市課題と向き合い、その解決に向けてリーダーシップを発揮し

てきたことのあかしでもあります。来年度から新たに開催されるアジア太平洋循環型

都市フォーラムにおいても、アジア各都市とともに循環型都市への移行を進めるプ

ラットフォームとして今後ますます発展していくことを期待しています。国際局がこ

れまで培ってきた実績と国際的なネットワークを最大限に生かし、庁内をしっかりと

リードして取組を推進していただくことを強く要望して、次の質問に移ります。 

 次に、ＡＰＵＦ－９の開催について伺います。 

 昨年４月に横浜市は第９回アジア・太平洋都市フォーラムを2027年に開催すること

を発表いたしました。この会議は国連アジア太平洋経済社会委員会ＥＳＣＡＰが４年

に１度ホストシティーと共催で開催する会議で、都市に関する会議としてアジア太平

洋地域最大規模の会議と伺っております。日本で初開催の大型の国際会議ということ

で、世界に横浜の存在感を示す絶好の機会になるのではないかと期待しているところ

です。一方で、ＡＰＵＦは市民にとってまだまだ身近ではない会議だと思いますの

で、会議の重要性や意義について様々な機会を捉えて発信し、丁寧に市民に伝えてい

くことが重要だと思います。 

 そこでまず改めて、ＡＰＵＦは何を目的とした会議なのかを伺います。 

○冨岡グローバルネットワーク推進部長 ＡＰＵＦはアジア太平洋地域の国、都市、国

際機関、民間セクターのリーダーらが一堂に会しまして都市の成長について協議する

地域最大級の国際会議です。都市の課題解決に向けた知見や革新的な解決策、技術の

共有を図るとともに多様なステークホルダーによる新たなパートナーシップの創出、

強化を促進し、アジア太平洋地域における持続可能な都市開発を推進することを目的

としています。 

○関勝則委員 横浜市は昨年のＴＩＣＡＤをはじめ多くの大型の国際会議をホストし国

際都市としてのブランド価値を高めてきましたが、ＡＰＵＦでは横浜市は会議をホス

トするだけでなく国連機関のＥＳＣＡＰと一緒に共催者として開催に当たるとのこと

です。共催者ということは横浜市がより深く会議の計画や運営に関わるということで

あり、特別な意義があるものと思います。横浜市はＡＰＵＦの横浜開催を通じてどの

ような価値を生み出そうとしているのでしょうか。 

 そこで、ＡＰＵＦを横浜市が共催する狙いについて局長に伺います。 

○山下国際局長 本市が共催することで会議のテーマ設定や運営により深く関わること

ができます。GREEN×EXPO 2027との相乗効果を狙って本市が強みを持つ循環経済をク

ローズアップすることで、持続可能なグリーン社会の実現に向けた発信を強化しま

す。例えば都市課題解決の議論を行うＡＰＵＦと解決策のショーケースであるGREEN
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×EXPO 2027を連動させることで、横浜の政策や都市の未来像を力強く発信するとと

もにアジアを先導する循環型都市として本市の価値向上につなげます。また、次世代

をはじめとする市民の皆様が国際社会を身近に感じる機会も創出していきたいと考え

ております。 

○関勝則委員 局長に御答弁いただいたGREEN×EXPO 2027と連動させるということをぜ

ひうまくやっていただきたいなと私も思っています。ＡＰＵＦの目的、そして横浜市

が共催する狙いについて伺ってきました。実際の開催は令和９年の８月から９月にか

けてと承知していますが、大きな成果を上げていくためには開催に向けてどれだけ周

到に準備を進めるかが極めて重要だと思います。 

 そこで、ＡＰＵＦ開催に向けた令和８年度の取組について局長に伺います。 

○山下国際局長 ＡＰＵＦ－９を横浜のプレゼンスを世界に強力に発信する機会とする

ための準備を加速させていきます。共催者のＥＳＣＡＰとの緊密な連携の下、本市が

強みを持つ循環経済の知見を生かした会議プログラムの提言、策定や会場利用計画な

ど各種計画の策定を進めます。また、本市が培ってきたアジア太平洋地域のネット

ワークを活用し、国際機関や都市の代表者へ直接、ＡＰＵＦ－９への参加や協力を働

きかけてまいります。さらに、未来を担う若者が世界の課題について考える機会を創

出し、開催後も確かなレガシーを残すための基盤を固めていきます。 

○関勝則委員 ＡＰＵＦは都市づくりに関する幅広いテーマが議論される会議というこ

とですので、局が移管、統合する中であっても多くの関係局を巻き込み、横浜市の政

策を効果的に発信していくことが重要であると考えます。また、日本での初開催とい

うことで国の関係省庁の協力を得ながらオールジャパンで会議を成功させていくこと

も重要だと思います。 

 そこで、庁内の関係局を巻き込むとともに日本政府の関係省庁としっかり連携して

いくべきと考えますが、佐藤副市長の見解を伺います。 

○佐藤副市長 ＡＰＵＦ－９の成功に向けては、庁内連携による推進体制と国との強固

なパートナーシップが不可欠であると考えております。例えば、循環型都市の実現に

向けて各局が進めております先進的な取組を政策経営局の司令塔機能の下で集約いた

しまして重層的な知見のパッケージとして戦略的に発信することで、開催価値を飛躍

的に高めていきたいと考えております。また、国土交通省や環境省、外務省など関係

省庁の協力の下で日本初開催となるＡＰＵＦ－９の円滑な会議運営や効果的な政策の

発信を行いまして、国家的な重要イベントとして参加者の期待感を高めていきたいと

考えております。 

○関勝則委員 ＡＰＵＦの開催に向けてしっかりと準備を進めるとともに、一過性の効

果だけでなく横浜のグローバル都市としてのブランド力を強化し、さらなる国際会

議、イベントの誘致などを通じて好循環を生み出すことにつなげていただくことを期

待して、次の質問に移ります。 

 続いて、Ｙ－ＰＯＲＴ事業について伺います。 

 Ｙ－ＰＯＲＴ事業は、海外都市の都市課題を解決するとともに市内企業の海外ビジ
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ネス展開を後押しする本市独自の国際協力の仕組みです。我が会派としては事業開始

当初から様々な提案や要望を行ってまいりました。そのため、来年度以降もこれまで

国際局が積み重ねてきた実績やネットワーク、そして庁内を横断的に調整する役割を

確実に継承し事業をさらに発展させていただきたいと考えています。そのためには、

まず、事業立ち上げからこれまでの取組を振り返り、その成果を明確に評価すること

が不可欠だと思います。 

 そこで改めて、Ｙ－ＰＯＲＴ事業のこれまでの実績について伺っておきたいと思い

ます。 

○冨岡グローバルネットワーク推進部長 これまで15年にわたってＹ－ＰＯＲＴ事業を

進めまして、セブやバンコクなど、都市開発や気候変動対策の計画づくりをこうした

都市で支援するとともに、ＪＩＣＡやアジア開発銀行等との連携を通じて本市の都市

づくりの知見を幅広く共有してきました。これらの取組が市内企業の海外展開を後押

しし、アジアを中心とした14か国、38都市において日本政府等の支援による調査・実

証事業が89件、海外からの受注ビジネスが34件、こうした実現につながっています。

こうした成果は海外都市や国際機関から高く評価されまして、本市の国際的なプレゼ

ンス向上にも寄与しています。 

○関勝則委員 次期中期計画素案では横浜が国際プレゼンスを高めグローバル都市とし

て成長していくことが示されています。まさにＹ－ＰＯＲＴ事業で培ってきたネット

ワークや経験を最大限に生かすべきと考えます。一方で、世界情勢は急速に変化して

います。そのような中、変化をしっかりと踏まえた上でこれまで以上に戦略的に事業

を進める必要があるのではないでしょうか。 

 そこで、新たなグローバル都市戦略におけるＹ－ＰＯＲＴ事業の進め方について局

長に伺います。 

○山下国際局長 新たなグローバル都市戦略では市内企業の競争力強化や国際協力等の

プロモーションによる国際的評価の獲得を掲げています。Ｙ－ＰＯＲＴ事業では、こ

れまで培ってきたネットワークを生かしながら循環型社会への移行といった世界の潮

流を的確に捉え、市内企業の技術、サービスと海外都市のニーズや政府、国際機関の

支援とを結びつけることが重要と考えています。また、こうして生まれた環境ビジネ

スを市内企業とともに発信し、横浜の存在感を一層高めていきます。 

○関勝則委員 先日の予算関連質疑では、我が会派の藤代議員からアジアの循環型社会

の実現に向け横浜がリーダーシップを発揮するには市内企業の循環技術を海外都市へ

一層つないでいくことが重要であると指摘いたしました。これまでのＹ－ＰＯＲＴ事

業を振り返れば、市内企業が中心となって立ち上げた一般社団法人ＹＵＳＡが市内企

業と海外都市の重要な橋渡し役を担ってきました。 

 そこで、令和８年度のＹＵＳＡとの連携の進め方についても局長に伺います。 

○山下国際局長 継続的に海外ビジネスを生み出すには海外都市の状況や現地ニーズを

的確に把握し、公民一体で横浜のノウハウや企業技術をアピールすることが重要で

す。令和８年度のＹＵＳＡとの連携ではフィリピンとベトナムにあるＹＵＳＡの活動
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拠点をより積極的に活用し、現地ニーズの収集力を生かした商談支援を強化します。

さらに、市内企業の事業提案に基づき海外都市と結びつく機会を提供し、政府予算な

ども活用しながらビジネス創出を後押しします。 

○関勝則委員 Ｙ－ＰＯＲＴ事業は市内企業の環境ビジネスの海外展開を後押しし、そ

れによって横浜の国際的プレゼンスを高めていく上で大変重要な取組だと考えており

ます。政策経営局が持つ政策を推進する強みを生かし、市内企業が実際のビジネスを

形にできるところまでこれまで以上に伴走していただくことを要望して次の質問に移

ります。 

 次に、自治体外交を通じた姉妹都市をはじめとする海外諸都市との交流連携につい

て伺います。 

 平成27年、本市は当時の政策局国際政策室と国際技術協力課を統合し国際局を設置

いたしました。その大きな目的の一つとして掲げられていたのが自治体外交の推進で

あります。自治体外交といえば、市民や民間団体による国際交流だけでなく本市が有

する行政の技術や知見を海外自治体へ共有する国際協力、さらには市長同士の相互訪

問を通じた交流など幅広い取組を含むものであります。これまで国際局は市民、海外

の諸都市、各国大使館、国際機関、企業、大学など様々な主体と連携しながら多岐に

わたる事業を進めてまいりました。中でも８つの姉妹・友好都市との交流は、1957年

にサンディエゴ市と姉妹都市提携を結んだことに始まり、海外諸都市のうちで最も歴

史が古く重要な関係と言えます。来年度からの組織改編の節目に当たり、改めて、国

際局が姉妹・友好都市を中心とした自治体とどのように自治体外交に取り組んできた

のかを振り返り、将来につなげていくことが重要だとも考えております。 

 そこでまず、姉妹・友好都市等の自治体との直近10年間の交流実績について伺いま

す。 

○手塚総務部長 市民間の相互理解と国際親善のため、互いに周年事業や180件を超え

る国際交流イベントを実施してきました。また、市長の相互訪問や技術協力などの協

定締結、文化、経済、教育、環境、観光等での700件を超える視察の受入れや知見の

共有によりまして国際的なネットワーク基盤を強化してきました。緊急時の相互支援

といたしましては、新型コロナウイルス感染症に伴う上海市からのマスク調達のほ

か、ウクライナのオデーサ市への浄水装置の供与等を行ってまいりました。 

○関勝則委員 私自身、これまでに姉妹・友好都市である上海市を訪問する機会があり

ました。その際、横浜の友好委員会を中心に市民同士の交流が深まり、友好親善が着

実に進んでいることを実感いたしました。さきに紹介した市民意識調査でも、海外都

市との交流について国際理解と親善の促進につながるものと考える方が55％となって

いることは、答弁のあった交流実績からも分かるとおり、日頃から、国際局が相手自

治体との信頼関係を丁寧に築いて継続的に連絡調整を行ってきた成果であるとも受け

止めております。この10年間の中でも姉妹・友好都市に加え海外の諸都市と本市の行

政面での様々な交流が行われてきたと承知しております。相手の都市によってはカウ

ンターパートとなる相手方が自治体ではなく民間団体が主体的に担う場合もあり、交
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流連携を進める主体の在り方も様々であると聞いております。また、国際情勢や相手

方が抱える課題の変化などによって交流内容に少なからず影響が生じてきたことも

あったと思います。 

 そこで、海外の自治体との交流、連携を進める上での課題について局長に伺いま

す。 

○山下国際局長 自治体間の交流、連携は時代とともに変化しています。姉妹・友好都

市との友好親善に加え、近年では気候変動など地球規模の課題に向けた多都市間での

連携なども増えています。これまでの友好委員会等の市民の皆様が築かれた関係を大

切にしつつ、時代や状況の変化に応じた最適な交流、連携の在り方を常に考え、市民

の皆様に還元される国際交流、連携を推進していく必要があると考えています。 

○関勝則委員 これまで国際局が姉妹・友好都市をはじめとする海外諸都市との交流連

携を進める中で、多くの困難に直面しながらも対話を重ね貴重なノウハウを蓄積して

きたものと思います。国際交流連携の在り方も年ごとに異なり、また、今後変化する

ことも容易に想定されますが、自治体同士の確かなコミュニケーションを維持し続け

ることは大変重要な取組と考えます。そのためにも新たな組織体制の下、これまで

培ってきた海外の自治体との交流、連携の経験を生かしさらに発展させていくことが

必要であると考えます。 

 そこで、海外の自治体との交流、連携を今後どのように展開していくのか、局長の

見解を伺います。 

○山下国際局長 来年度から現在の政策経営局と一体となる利点を生かし、より全市的

な視点から循環型都市への移行など共通の政策課題を持つ自治体との連携を加速させ

ていきます。また、これまで自治体同士で培ってきた信頼や顔が見える関係を基に次

世代交流、市内企業のビジネス機会の拡大などに寄与する取組など、時代に即した連

携を一層進めます。都市間の連携による課題解決や国際社会への貢献とともに、市民

や企業の皆様が横浜と海外のつながりによる成果を一層実感いただける取組を増やし

てまいります。 

○関勝則委員 ぜひよろしくお願いいたします。昨年、ウクライナのオデーサ市とは姉

妹都市提携60周年を迎えました。長引く戦禍にあって、これはさっき総務部長からも

御答弁がありましたけれども、浄水装置の供与だったり、避難民を受け入れるなど、

横浜市としてできる限りの支援を進めてまいりました。３年前には姉妹都市交流のあ

かしとしてオデーサ市からいかりのオブジェ、アンカーハートが送られ、現在まで横

浜みなと博物館に展示されております。このアンカーハートについては、国際局と港

湾局が相談して当時、一時預かりとして博物館展示となったそうですから、一時的な

展示で終わってしまわないかと実は心配しているところでもあります。アンカーは港

湾都市の絆、ハートは友情と平和を表すもので、オデーサ市の復興を共に願うシンボ

ルです。こうしたメッセージ性の高い贈物についてはより多くの市民の方々に御覧い

ただいて、両市の思いを共有していただきたいと私は思っています。引き続きアン

カーハートのしかるべき取扱いをお願いして次の質問に移りたいと思います。 
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 次に、外国人政策について伺います。 

 外国人政策については地域社会を維持、発展させるための国家的課題として全国に

おいて関心の高い政策となっています。先月、外国人との秩序ある共生社会推進担当

の小野田大臣が外国人住民が多く暮らす自治体行政の実情を把握するため横浜市を訪

問し、本市職員との意見交換、外国人児童が多く在籍する小学校、保育園、日本語支

援拠点施設ひまわりを視察されました。今回の視察後の大臣の記者会見では、国と地

方公共団体との連携の重要性を改めて認識したとともに、両者の適切な役割分担の下

で１月に公表された総合的対応策に盛り込まれた各種施策に着実に取り組んでいくと

の発言がありました。大臣が横浜市を視察されたことは大変意義深いことだと考えて

おり、今後、国との連携を深めながらより効果的に施策を推進していく契機となるも

のと感じております。横浜市においては、国際交流ラウンジや多文化共生総合相談セ

ンターによる多言語相談、日本語教育支援、外国人児童生徒への支援、災害時の多言

語情報発信など、外国人住民の生活を幅広く支え、外国人が安心安全に地域で暮らせ

る環境づくりを行ってきました。しかし、国全体でも課題感を持って取り組む段階に

あるように、外国人人口の急速な増加など地域社会に対する大きな変化が起きている

状況を踏まえると、今後、横浜市として課題を明確にし効率的かつ効果的に多文化共

生施策を進めていくことが求められます。 

 そこで、本市が多文化共生施策を進める上での現状の課題について局長に伺いま

す。 

○山下国際局長 外国人人口の増加に伴い国籍や集住地域が拡大する中、言語、習慣、

文化などが異なる住民のニーズが多様化、そして複雑化しています。今年度行った横

浜市の国際事業等に関する市民意識調査において今後さらに力を入れるべき取組につ

いて伺ったところ、ごみ出しや公共の場のマナーなど、地域の習慣やルールのお知ら

せが最も多い64％の回答となりました。こうした生活ルールなどの多言語化や普及啓

発に加えまして、国籍を越えた相互理解の機会の創出が現状の課題と認識していま

す。 

○関勝則委員 日本のごみ出し、地域の自治会活動、交通ルール、学校制度などは外国

人には分かりづらく、知らないまま生活すると近隣トラブルや手続の遅れにつながる

おそれもあります。また、健康保険や年金などの制度も日本独自の制度であることも

あって理解されていない場合があり、制度を知っていただくことは外国人の生活の安

定だけでなく公的サービスの適正な運用にもつながると思います。私の地元の磯子区

の国際交流ラウンジを訪れた際には外国人の母親が子供に絵本の読み聞かせをする温

かい光景に出会うことがあります。本市独自の施策である国際交流ラウンジでは、外

国人が日本人と交流し相互理解を深める取組や自治会町内会と連携し本市のルールな

どを外国人に知っていただくための取組も行っています。１月に国が発表した外国人

の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策においても、外国人の方々へ日本の制

度やルールを理解していただくための取組を進める必要があることが示されていま

す。 
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 そこで、国の制度等も活用し外国人に日本の制度や本市のルールを伝える取組をさ

らに強化していくべきと考えますが、これは佐藤副市長に見解を伺います。 

○佐藤副市長 ただいま委員から御紹介いただきました国が新たに創設する補助金の制

度も活用いたしまして、外国人コミュニティーや日本語教室などへ積極的に働きかけ

る取組を強化していきたいと考えております。本市のウェブサイトの多言語化の拡大

も含めてルール等を確実に伝えることに加えまして地域活動等を通じた住民同士の交

流機会を創出することで、外国人が地域に溶け込めるように支援いたしまして共生社

会の実現に向けた取組を進めていきたいと考えております。 

○関勝則委員 横浜市は歴史的に他者を受け入れてきた開港都市としての風土が根づい

ていることが大きいと感じています。こうした異なる文化や価値観を受け入れる土壌

が現在の横浜の多様性豊かなまちづくりを支えていると実感もしているところであり

ます。この貴重な土壌を生かしつつ、本市での外国人と日本人の相互理解がさらに進

展することを期待いたしまして質問を終わります。 

 ありがとうございました。（拍手） 

                                  

○麓理恵副委員長 次に、中島光徳委員の質問を許します。（拍手） 

○中島光徳委員 公明党の中島光徳でございます。よろしくお願いいたします。通告に

従い順次質問してまいります。 

 初めに、グローバル都市の推進について伺います。 

 新たな中期計画素案で示された明日をひらく都市プロジェクトの観光・経済の活性

化では、観光発展と経済成長、グローバル都市の推進の３つを連動させ、市民が世界

に誇れる都市を目指していくことがうたわれています。そこでまず、グローバル都市

の推進を観光振興や経済成長と連動させる狙いについて局長に伺います。 

○山下国際局長 長年にわたる国際協力や近年のグリーン分野での取組により本市に対

する国際的な評価が高まっており、これを国際プレゼンスをさらに高め都市の成長に

つなげるチャンスだと捉えております。こうした好機を生かし、インバウンド誘客や

グローバル企業などの誘致に向けて戦略的なプロモーションを展開するとともに観光

資源の磨き上げやＡＩや半導体分野など時代の潮流を見据えた産業育成を進めること

で、世界から選ばれる都市となり、横浜の活力と持続可能性を高めていくことを狙い

としています。 

○中島光徳委員 明確な狙いを持ち、局横断的に進めていくことが重要だと考えます。

GREEN×EXPO 2027を控え世界から横浜が注目される機会が増える中、海外プロモー

ションを担う国際局と様々な資源や強みを持つ関係局とがこれまで以上に連携し、横

浜を世界へ発信していくことが期待されます。 

 そこで、関係局がこれまで以上に連携し横浜の強みや魅力を国際社会へ発信してい

くべきと考えますが、局長の見解を伺います。 

○山下国際局長 市民が世界に誇れる都市を目指して、グリーン分野の取組はもとより

あらゆる政策を世界目線で捉え直し、横浜の強みとして海外プロモーションに活用し
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ていくことが重要と考えます。そのため、各局が力を入れている最新の情報を常に集

約し、海外に訴求する取組やイベントを海外向けウェブサイトで英語で発信したり、

海外メディアへ直接ＰＲするほか、国際会議などでも積極的に発信していきます。 

○中島光徳委員 ぜひ海外のより多くの方に横浜の魅力を知っていただけるよう、関係

局との密な連携に期待して、次の質問に移ります。 

 次に、国際会議を通じたシティプロモーションについて伺います。 

 横浜市が毎年主催するアジア・スマートシティ会議は海外都市、政府機関、国際機

関等の代表者が一堂に会し、経済発展と良好な都市環境が両立する持続可能な都市づ

くりの実現に向けた議論を行う国際会議であると承知しています。とりわけ昨年の会

議では「環境にやさしい循環型社会に向けて」をメインテーマに循環型社会の実現を

目指して様々な取組が共有されました。このような国際会議は会議の中での議論の重

要性だけではなく海外ゲストに対するシティプロモーションの機会としても大変重要

であると考えているところです。 

 そこで、アジア・スマートシティ会議2025の海外都市、機関等の参加実績について

担当部長に伺います。 

○冨岡グローバルネットワーク推進部長 今年度のアジア・スマートシティ会議では、

タイのバンコクやベトナムのダナンなどこれまで横浜市が関係を深めてきた東南アジ

アの都市に加えてインドや中央アジアなどからも参加があり、合計で52の海外都市、

機関から約200名のリーダー及び実務者の方に参加いただきました。海外からの参加

者からは都市が目指すゼロエミッション構築に役立ったやビジネスマッチングで多く

の技術が提供されたなど高い評価をいただいております。 

○中島光徳委員 国際会議を成功へ導く上では質の高い内容と心を動かすおもてなしの

両輪が欠かせません。海外からの参加者は自主的な議論やネットワーキングの機会に

加えて滞在中に得た安心感や心配りなどを通じて横浜への印象を持つこととなりま

す。ゲストの満足度を上げることが横浜市への愛着を持っていただくことにつながる

と常々感じるところです。 

 そこで、アジア・スマートシティ会議2025での参加者満足度を高める取組について

担当部長に伺います。 

○冨岡グローバルネットワーク推進部長 15の多彩なセッションを通した活発な政策議

論のほかトップ同士の会談や市内企業との商談会をアレンジするなど、海外参加者の

多様な交流機会を生み出しました。また、おもてなしの視点では学生ボランティアに

よる英語での会場案内や体験型のワークショップのほか、海外参加者から関心の高い

市内施設の見学ツアーを行いました。 

○中島光徳委員 来年度には新たにアジア太平洋循環型都市フォーラムが立ち上げら

れ、2027年にはGREEN×EXPO 2027や第９回アジア・太平洋都市フォーラムＡＰＵＦ－

９など大型の国際会議やイベントが相次いで開催されます。国内外から多くの方々が

本市を訪れ、横浜をＰＲする絶好の機会となります。円滑な運営はもとより質の高い

おもてなしを提供し多くの方々に横浜を知っていただく仕掛けが必要です。 
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 そこで、今後も国際会議の機会を捉えて横浜の魅力を一層ＰＲすべきと考えます

が、局長の見解を伺います。 

○山下国際局長 海外からの会議参加者に横浜に愛着を持っていただくことは、将来の

インバウンド拡大だけでなくさらなる国際会議の誘致や都市間連携の推進など、本市

の国際プレゼンスの向上につながる重要な視点であると認識しています。会議の充実

はもちろんのこと、三溪園や水際線など本市が有する観光資源の紹介や来年度いよい

よ始まるGREEN×EXPO 2027に国際会議の参加者を呼び込むなど、横浜の魅力を戦略的

に発信していきます。 

○中島光徳委員 今後、人口減少局面に途中突入しても横浜市が選ばれる都市であり続

けるためには限られたリソースで効果的な海外プロモーションを実践し続けなければ

なりません。引き続き、国際会議の機会を捉えゲストへの工夫を凝らしたおもてなし

を行うとともに、戦略的に本市をＰＲしていくことを要望して次の質問に移ります。 

 次に、市内国際機関との連携について伺います。 

 みなとみらい21地区のパシフィコ横浜には、横浜市が世界の平和と発展に貢献する

ことを目的に平成３年、1991年に開設した横浜国際協力センターがあります。セン

ターには、我が党が長年にわたり独自に交流を深めてきたＩＴＴＯ国際熱帯木材機関

が世界本部を設置し、世界70か国を超える加盟国の中心として活動を展開していま

す。ＩＴＴＯは熱帯林に特化した唯一の国際機関であり、日本が気候変動、生物多様

性の損失に関する取組を行う上で重要なパートナーであるとの認識を政府は示してお

り、ＳＤＧｓへの貢献からジェンダー平等に取り組むなど事業分野も拡大されていま

す。また、GREEN×EXPO 2027への参加もいち早く表明されたことはうれしいニュース

です。ＩＴＴＯは1986年の創設と同時に横浜で本部を開設されましたので、今年は設

立から40周年に当たります。ＩＴＴＯは当時、横浜市が日本政府と緊密に連携し積極

的に誘致した機関です。 

 そこで、ＩＴＴＯ横浜誘致40周年の所感について副市長に伺います。 

○佐藤副市長 ＩＴＴＯが横浜に本部を設置され40年の長きにわたり、世界の熱帯林保

護や生物多様性保全に尽力されてきたことに敬意を表しております。また、市内大学

生を継続的にインターンとして受け入れ、今年度は横浜フラワー＆ガーデンフェス

ティバルに初めてブース出展いただくなど、あらゆる世代の市民の皆様が世界を身近

に感じる機会を提供いただき、感謝しております。来年はGREEN×EXPO 2027がいよい

よ開幕いたします。循環型都市への移行など環境分野の取組を本市が加速していくに

当たりまして、ＩＴＴＯとのパートナーシップを一層深めていきたいと考えておりま

す。 

○中島光徳委員 令和８年度はＩＴＴＯ理事会が横浜で開催されます。私は、前回、令

和６年度の理事会開催前の予算関連質疑において、せっかく理事会に多くの海外の政

府代表者が集まるのだから市役所一丸となって横浜らしいおもてなしを提供し、観光

地としての横浜のシティプロモーションにつなげるべきと要望し、実際に関係各局が

連携し、横浜が誇るイルミネーションイベントであるヨルノヨ鑑賞の実現につなが
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り、理事会参加者に大変喜んでいただいたと聞いています。 

 そこで、令和８年度のＩＴＴＯ理事会での本市の取組について局長に伺います。 

○山下国際局長 今年11月に横浜で開催されるＩＴＴＯ理事会では、開会式において本

市の環境政策やGREEN×EXPO 2027を各国政府の代表者に紹介するとともに、観光都市

としての魅力などを発信するブースを設けます。また、理事会を契機として熱帯林の

保護や生物多様性の必要性を学んでいただくイベントを開催するなど、市民の皆様が

国際機関の拠点が市内にあることの意義を実感できる取組を一層推進してまいりま

す。 

○中島光徳委員 横浜国際協力センターでは、ＩＴＴＯのほかにもローマに本部を置き

世界の食糧問題の解決を目指し活動する国連の３機関、ＷＦＰ世界食糧計画、ＦＡＯ

国際連合食糧農業機関、ＩＦＡＤ国際農業開発基金の日本拠点が活動しています。こ

うした国際機関の活動を通じて気候変動や食料問題など国境を越えて取り組むべき地

球規模の課題を将来を担う子供や学生など若い世代に伝えていくことは大変重要で

す。この横浜に国際機関があることで対面による交流ができ、それによって子供たち

の心により響き、その後の一人一人の行動変容につなげられることが横浜市の強みと

言えます。 

 そこで、市内国際機関と連動した令和８年度の次世代交流について部長に伺いま

す。 

○冨岡グローバルネットワーク推進部長 市内の国際機関の方に講師になっていただき

まして小中学生への出前授業や世界の食糧問題等について学ぶ参加型ワークショッ

プ、また大学生や若手社会人に向けたキャリア形成セミナーなど、市庁舎アトリウム

も活用しながら年代に応じた学びと交流の機会を提供します。市内に国際機関の拠点

を有する横浜ならではの環境を生かし、次世代の若者が世界をより身近に感じ、世界

とつながる機会の創出に努めてまいります。 

○中島光徳委員 人と人とのつながりを深め、横浜らしいおもてなしによる友好親善交

流を進めることは我が党が希求する国際平和の根幹に資するものと私は考えます。ぜ

ひこうした認識の下、さらなる連携を深めていただくよう要望して、次の質問に移り

ます。 

 続いて、海外諸都市との交流について伺います。 

 横浜市は1950年代から綿々と都市外交を紡いできており、それは今日の横浜のアイ

デンティティーをつくり上げた重要な要素の一つであると思います。昨今は都市間交

流において共通の課題を持つ都市がネットワークでつながり知見を共有するという手

法が多く見られるようになっており、令和８年度に開催されるアジアの諸都市が一堂

に会するアジア太平洋循環型都市フォーラムなどもそういった文脈の試みと理解して

います。一方で、伝統的な一対一の関係性である姉妹・友好都市も横浜市にとって非

常に重要な交流であり、決しておろそかにしてはならない取組です。昨年、ムンバ

イ、マニラ、オデーサ、バンクーバーの４都市が姉妹都市提携60周年を迎えたのは記

憶に新しいところですが、国と国との関係性が揺らいでいるようなときこそ、都市同
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士、また市民同士が交流を継続することが市民同士の相互理解につながり、世界平和

の礎となっていくのではないでしょうか。特に市政の基調でもある平和の実現に向け

ては、次世代を伴う子供たちが世界を身近に感じる体験を得ることが非常に重要で

す。教育委員会を中心にグローバル人材育成の取組を進めていくことは承知していま

すが、国際局も海外諸都市と自治体同士の関係に基づき教育委員会と連携した取組を

進めるべきと考えています。 

 そこで、令和８年度の海外諸都市との交流における教育委員会事務局と連携した次

世代向けの取組について局長に伺います。 

○山下国際局長 令和８年度にパートナー都市提携15周年を迎えるフランクフルトをは

じめとする海外諸都市とのネットワークを活用して、姉妹校交流などの交流プログラ

ムを教育委員会事務局と連携して実施し、グローバル感覚を磨きたい高校生の異文化

コミュニケーションを通じた成長を促します。また、海外諸都市や駐日外国公館等と

連携した小中学校での異文化紹介や市庁舎アトリウムなどで実施する気軽に参加でき

る体験型プログラムを広く周知するなど、横浜の子供たちが世界とのつながりを実感

し世界を意識できる取組を進めます。 

○中島光徳委員 子供の頃から身近に世界を感じられる環境は横浜の大きな強みです。

いよいよ来年開幕するGREEN×EXPO 2027にも世界各国から多くの方が横浜を訪れるこ

とが期待されます。世界に横浜をアピールするまたとない機会であり、子供たちをは

じめとする多くの市民が世界に触れられる絶好の機会でもあるため、横浜市民が海外

諸都市の市民と交流できるような場をぜひつくってほしいところです。 

 そこで、GREEN×EXPO 2027と連動した市民レベルの国際交流機会の創出の考え方に

ついて局長の見解を伺います。 

○山下国際局長 姉妹・友好都市などの海外諸都市から市民やゲストを招き、環境や自

然をテーマに会場内でイベントを実施するなど、GREEN×EXPO 2027での市民レベルの

国際交流機会の創出を検討していきます。また、会期中に開催される都市に関する国

際会議ＡＰＵＦ－９との連携やＩＴＴＯなど市内国際機関との連携を通じて、大学生

や高校生をはじめ市民の皆様が海外諸都市や国際機関とともに未来の都市づくりなど

について考える機会をつくってまいります。 

○中島光徳委員 私の地元戸塚区の舞岡八幡山しぜん公園には来年度スケートボード

パークが整備されます。この広場は米国サンディエゴのスケートボード場を参考にし

たもので、16歳でサンディエゴへ渡りプロスケートボーダーになった戸塚区出身の方

がサンディエゴの文化であるスケートボードの普及に地元で尽力されていることが背

景にあります。横浜市にとって最初の姉妹都市であるサンディエゴ市とは、来年、提

携70周年を迎えます。長い歴史の中で多様な交流を重ねてきましたが、スケートボー

ド広場をきっかけに新たにスケートボードを通じた若者同士の交流が生まれれば、横

浜とサンディエゴの関係がさらに豊かなものになるのではと大いに期待しているとこ

ろです。様々な国の人と触れ合い、考え方や文化を知ることができる横浜の環境は市

民の大きな財産です。世界とつながる横浜の魅力を市民の皆様がより実感できるよ
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う、サンディエゴをはじめとする海外諸都市との交流をさらに深めていただくことを

要望して、次の質問に移ります。 

 次に、外国人支援について伺います。 

 本市の外国人人口は年々増加傾向にあり、地域や企業において活躍の場が広がって

いることを実感しています。例えば地元の企業でも多くの外国人従業員が働き、近隣

の飲食店経営者が外国人であったり、地元のサッカークラブの仲間が外国人であった

り、隣人としてここ横浜で暮らしています。一方で、生活や職場、地域社会との関わ

りの中で言語の壁や異なる習慣等により外国人自身の困り事につながっているとも聞

いています。本市では在住外国人からの相談に多言語で対応する横浜市多文化共生総

合相談センターを設置しており、横浜で暮らす上での様々な相談が日々寄せられてい

ると思います。 

 そこで、多文化共生総合相談センターに令和６年度に寄せられた外国人住民からの

相談内容や困り事について総務部長に伺います。 

○手塚総務部長 令和６年度に多文化共生総合相談センターへ寄せられた相談件数は延

べ１万1913件でした。そのうち、最も多かった相談内容はマイナンバーカードの申込

みをはじめとする行政窓口での手続や区民利用施設の利用方法など暮らし一般に関す

る相談となっています。また、住居探しや医療や健康、出産・子育て、労働、在留資

格など多岐にわたる分野の相談が寄せられました。 

○中島光徳委員 全国的な課題と同様に本市においても人材不足を課題とする企業は多

くあります。我が党が要望してきた企業に対する外国人人材の採用支援に向けた取組

が令和８年度から経済局事業で開始される予定と聞いており、外国人労働者の活躍の

場が一層広がることを期待しているところです。特定技能をはじめとする外国人労働

者が安心して生活できるよう、生活に必要なルールや情報の提供を行うことは日本

人、外国人二方にとって極めて重要です。特に新たに横浜で暮らし働く外国人従業員

に対し企業側が適切な情報提供や生活支援を行えるようにすることが今後ますます求

められていきます。 

 そのため、経済局だけではなく多文化共生施策を推進する国際局においても外国人

を雇用する企業との関わりを持つべきと考えますが、局長の見解を伺います。 

○山下国際局長 令和７年度から、特定技能の外国人を雇用する事業所は市町村に多文

化共生施策に協力する届出を提出することが規定されました。令和８年２月末現在で

約2700事業所から国際局に提出があり、企業と直接連携する基盤が整い始めていま

す。また、建設業など外国人を多く雇用する分野の業界団体の定期会合に出向き、生

活に役立つ情報などを紹介しました。さらに、経済局が保有する市内企業のネット

ワークも活用し本市の外国人支援に関する情報提供を行うなど、外国人労働者の皆様

が安全安心に暮らせるよう取組を進めてまいります。 

○中島光徳委員 外国人労働者の数が増えることに伴って帯同する家族等も増えること

によりニーズが多様化し、行政として必要な支援内容も幅広くなることが想像されま

す。ライフステージに沿った生活相談、教育、医療、福祉、災害時対応、地域とのつ
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ながりなど多文化共生のために必要な分野は多岐にわたり、庁内横断の取組が不可欠

です。 

 そこで、外国人労働者の支援を推進するために経済局のみならず庁内の連携を強化

すべきと考えますが、副市長の見解を伺います。 

○佐藤副市長 外国人労働者の皆様は横浜経済の発展を支え地域においても活躍が期待

される大切な社会の一員でございます。多文化共生社会を実現するため庁内横断のプ

ロジェクトを通じた課題共有や対策等を行うとともに、横浜で安心して暮らせるよう

に生活に必要な多岐にわたる情報を取りまとめて伝えていくなど、庁内連携をより一

層強化してまいります。 

○中島光徳委員 昨今、外国人に対して厳しい意見や排斥するような声が聞かれるよう

になり、大変心を痛めています。私には多くの外国人の知人がいます。日本で働き地

域の一員として暮らしている外国人の皆さんに横浜に愛着を持っていただき、自国に

帰ってからも横浜を好きでいてもらえる関係をつくっていくことが大切であり、その

ためにも多文化共生の取組を一層推進し互いの理解と尊重を深めていく必要があると

強く感じています。横浜市は開港都市として異なる文化を受け入れ、多様性に富んだ

世界へ開かれたまちとして発展してきました。これからも多文化共生社会の実現に向

けて力強く取り組んでいただくことを要望して、次の質問に移ります。 

 最後に、国際平和の推進について伺います。 

 戦後80年が経過し戦争の悲惨さを身をもって体験した世代の皆様が少なくなる中

で、国際社会の緊張はかつてなく高まっており、先が見通せず不確実性が増す時代を

迎えています。世界平和の実現への道のりが非常に厳しい状況にあるからこそ、私た

ちはこの80年という節目を単なる通過点として終わらせることなく、ここから平和へ

向けた歩みをどのように進めるかをしっかりと考えていかなければなりません。 

 そこでまず、令和８年度の国際平和推進事業の取組について局長に伺います。 

○山下国際局長 令和７年度はパネルディスカッション形式の講演会や未就学のお子様

も参加できるブックカフェなどを実施しました。戦争の記憶や平和の大切さを次代へ

確実に継承していくため、令和８年度も同様に平和の尊さを多くの方に訴求できる場

を創出していきます。取組の実施に当たっては、特に若い世代の皆さんが関心を持ち

自分事として捉えていただけるよう参加型や対話形式にするなど、内容や手法を工夫

しながら平和啓発の取組を着実に進めてまいります。 

○中島光徳委員 答弁いただいた啓発の取組について現在議論がなされている組織再編

案によると、来年度は市民局で実施されると聞いています。市民局は区役所との連絡

調整機能を有し市民の皆様とも距離が近い局であることから、これまで以上に多くの

市民の皆様、特に若い世代の皆様を巻き込んだ啓発の実施が期待されます。一方、国

際平和の推進に関する条例に掲げられる国際交流、国際協力の取組は政策経営・国際

戦略局で実施されると聞いています。これまで国際局で国際平和の推進に関する施策

を総合的に実施し、様々な場面で横浜から平和の大切さを世界に伝えてきました。２

局に分かれた新たな機構の下でその取組をしっかりと継承し、さらに発展させていた
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だきたいと思います。先日の予算代表質疑においても我が党の斉藤（伸）団長から同

趣旨の要望を市長にお伝えし、政策経営・国際戦略局と市民局とがしっかりと連携す

ることで平和な社会の実現に向けて取り組んでいくと答弁をいただきました。 

 そこで、２局が連携した国際平和の取組の進め方について局長に伺います。 

○山下国際局長 市民局では、区役所など市民の皆様に身近な場や地域でのイベントの

機会を捉えるなど地域に根差した啓発を進められる利点があります。また、組織再編

後の政策経営・国際戦略局は国際機関などとのネットワークや海外への情報発信に強

みを持ちます。両局の連携を密にし強みを掛け合わせることで身近な場所での啓発に

国際的な視点を取り入れたり、市民の皆様の平和を希求する思いを世界に発信するな

ど、地域目線と世界目線を持った取組を進め、国際平和に一層貢献していきます。 

○中島光徳委員 今、国際情勢は大変厳しい状況にあります。世界のどこかで起きてい

る緊張や衝突は決して遠い国の話ではありません。国と国との外交には歴史、安全保

障など確かに複雑な事情があります。しかし、このようなときだからこそ平和や人権

の尊重を市政の基調に据えている横浜市が自治体外交をしっかりと進め、都市と都

市、そして人と人とのつながりを一層強めることが国と国の緊張を和らげる大きな力

になると私は信じています。 

 そこで、横浜市国際平和の推進に関する条例に基づく取組を一層推進する決意を副

市長に伺います。 

○佐藤副市長 世界の平和は一朝一夕に築けるものではなく、継続的な取組の積み重ね

が重要と考えております。これまで国際局が進めてまいりました国際平和の取組は新

たな組織体制の下でも着実に実施し、さらに発展させていかなければならないと認識

しております。国際社会の分断と対立が深まり、国と国との関係が不安定な状況にあ

る中で自治体が果たすべき役割は一層大きくなっております。ピースメッセンジャー

都市として誰もが心豊かに暮らせる平和な世界の実現に向けまして、しっかりと取り

組んでまいります。 

○中島光徳委員 平和は受け継ぐものだけではなく次の世代のために自ら築き上げてい

くものです。市民一人一人手を携え、揺るぎない平和の基盤を未来へとつないでいく

ピースメッセンジャー都市として、その先頭に立って取り組んでいただくよう強くお

願いいたしまして、私の質問を終わります。 

 ありがとうございました。（拍手） 

                                  

○麓理恵副委員長 次に、髙田修平委員の質問を許します。（拍手） 

○髙田修平委員 立憲民主党・無所属の会の髙田修平です。順次質問してまいります。 

 さきの委員からもグローバル都市の推進における質問がありましたが、私は海外活

力の取り込みに注目して伺います。 

 海外活力の取り込みによって都市の持続可能性を高めることは非常に重要でありま

す。本市がこれまで企業誘致を進めてきた結果、横浜市企業立地等促進特定地域等に

おける支援措置に関する条例に基づく支援は、令和８年２月末時点で累計197件と
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なっており、この中にはキオクシア、サムスン電子、東京エレクトロンなどグローバ

ル企業も含まれます。グローバル企業の立地には市内経済活性化だけでなく高度人材

の獲得や都市ブランドの向上など様々な効果が期待できます。昨年、韓国ソウル市を

視察した際に、同市では、グローバル企業を誘致するに当たり外国人社員が帯同する

家族の教育環境を整備するために海外からの教育機関の誘致にも積極的に取り組んで

いることを伺いました。新たな中期計画素案で掲げているグローバル都市戦略におい

て重点的に進めていく取組の一つとして、海外活力の取り込みが挙げられておりま

す。 

 そこで、グローバル都市戦略で進める海外活力の取り込みのターゲットについて伺

います。 

○山下国際局長 日本全体で人口減少が進み、また、アジア新興国での経済成長など国

内外での都市間競争が激化する中で人や企業を呼び込むためには、戦略的にターゲッ

トを設定する必要があると考えています。グローバル企業や外国人観光客、国連をは

じめとする国際機関に加えまして国際的に影響力のある教育機関などについても、都

市の活力向上に向けて誘致やパートナーシップ締結の可能性を探っていきたいと考え

ています。 

○髙田修平委員 国際的に影響力のある教育機関もターゲットの一つであるといった御

答弁をいただきましたが、私はかねてより海外大学の誘致に関心を持っており、令和

５年第４回市会定例会の一般質問においてもお伺いさせていただきました。全国的に

見ますと1990年代初頭をピークに海外大学日本校は大幅に減少しておりますが、今回

グローバル都市戦略が策定されたことを踏まえまして、改めて課題や方向性を確認し

たいと思います。 

 そこで、海外大学の誘致やパートナーシップ締結に向けた課題について伺います。 

○山下国際局長 委員御指摘のとおり、海外大学日本校は1990年代以降大幅に減少し全

国で９校となっています。一方、海外大学と連携協定を締結している市内大学は多

く、学生交流や単位互換、共同研究など様々な形でつながっており、連携の拡大に関

心を示している大学もございます。海外大学のキャンパス誘致という形に限定せず、

市民や市内大学、市内企業の皆様にとってメリットを生み出せるような連携を後押し

するなど、検討を進めてまいります。 

○髙田修平委員 様々な形で検討していただきたいと思います。海外大学がより身近な

存在になることは、グローバル都市を象徴する存在として都市ブランドの向上に資す

るとともに、国際的な教育に触れる機会を増やすなど市民の選択肢を広げる可能性が

あります。 

 そこで、グローバル人材育成の観点からも海外大学等の誘致やパートナーシップの

締結を検討すべきと考えますが、見解を伺います。 

○山下国際局長 委員おっしゃるとおりだと思います。次世代をはじめとする市民の皆

様が国際的な教育に触れる機会は異文化コミュニケーション力などを育み、グローバ

ルに活躍できる人材の育成につながる重要なものだと考えています。海外大学との
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パートナーシップ強化によりそうした機会を拡充し、市民の皆様一人一人のライフス

テージにおける可能性や選択肢を広げていくことを目指してまいります。 

○髙田修平委員 積極的に進めていただきたいと思います。そして、グローバル都市戦

略を着実に推進していくためには局内体制の一層の充実が不可欠です。国際局には、

職員の海外出張や海外事務所との連携を通じて国際感覚を養ってきた職員が在籍して

います。また、現在、国際局には４名の外国にルーツを持つ職員等が在籍していると

伺っておりますが、今後さらに国際的なバックグラウンドを持つ人材を増やし、多様

な文化的背景や国際的な知見を検討段階から取り入れることで施策の方向性の妥当性

が高まり、結果として実効性の向上につながるものと考えています。 

 そこで、グローバル都市戦略の推進に向けて国際的なバックグラウンドを持つ職員

を増やしていく必要があると考えますが、見解を伺います。 

○山下国際局長 政策形成の段階から多様な文化的背景や国際的な知見を取り入れるこ

とは重要であると考えています。国際局で勤務する外国にルーツを持つ職員に加え、

海外４事務所の現地スタッフや国際交流ラウンジの業務に従事する外国人、国際的な

視点や経験を持つスタッフの知見も政策形成に生かしているところです。さらに、外

国人意識調査を通じて意見や課題を把握するとともに附属機関であるヨコハマ国際ま

ちづくり推進委員会にも外国にルーツを持つ委員が参画するなど、検討段階から多様

な意見を直接取り入れるよう努めております。今後も、グローバル都市戦略の実行性

を高めるため必要な体制の確保、手法を検討してまいります。 

○髙田修平委員 このたびの組織再編により体制をしっかりと整え、本市のグローバル

戦略をより力強く進めていただきたいと思います。 

 次に、外国人の活躍促進について伺います。 

 自らの留学経験から、その土地になじんで地域の一員となり、その地域に貢献する

ことは喜びでもあり、暮らす上で安心感につながります。外国人に対する社会の風当

たりが強まる中、日本に暮らす外国人は肩身の狭い思いをしているのではないかと大

変心配しており、外国人が地域社会に関わりを持ち、地域に貢献できる機会が重要で

あると考えます。南区には多文化共生の拠点である国際交流ラウンジが設置されてお

り、地域活動と外国人の地域での活躍を後押しする取組を行っています。 

 そこで改めて、国際交流ラウンジで実施している外国人活躍に関する取組について

お伺いいたします。 

○手塚総務部長 国際交流ラウンジに登録している外国人ボランティアが講師として市

民向けに母国の文化を伝えるほか、自治会町内会と連携した清掃活動や消防団への参

加勧奨を行っています。また、学習支援教室や日本語教室の外国籍の卒業生が地域の

防災訓練やお祭りなどのイベントで語学力を生かして広報ツールの翻訳や通訳として

活動しています。外国人の活躍が地域の活性化につながるとともに地域における相互

理解の取組も広がってきています。 

○髙田修平委員 スライドを御覧ください。（資料を表示）私もよくラウンジを使わせ

ていただくのですが、昨年の10月には南区で転入直後の外国人向けごみ出しルールや
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防災情報などを伝える生活ガイダンスが実施されたところ、私も見学いたしまして、

約50人の外国人の方が参加しており、大変大盛況でありました。さき委員の質問にも

あったように相互理解が課題であり、これを深めていくこと、このような生活ガイダ

ンスの取組は非常に重要であると考えます。しかし、外国人人口が今後も増え続ける

ことを想定すると一人一人へのルール等への周知を行政だけで対応していくことには

限界があるとも感じています。先ほど副市長からもコミュニティーへのアプローチに

ついて御答弁いただきましたが、私も大事だと思っています。外国人のコミュニ

ティーの中では、外国人同士、移住歴の長い人から新たに横浜で暮らすようになった

同郷の仲間に暮らしにまつわる知識や経験を伝えると聞いており、自らの経験を顧み

てもコミュニティーの中での情報共有が最も効率的だと考えます。行政に頼らないコ

ミュニティー内での横浜での生活ルール等の教え合いを生かすためにも、そのコミュ

ニティーのキーパーソンとなる人物を発掘し、地域社会や行政との橋渡し役になって

いただくことは効果的な周知策でもあり、外国人の地域での活躍につながることと思

います。 

 そこで、地域社会や行政との橋渡し役となる外国人人材を発掘し、外国人住民の地

域での活躍を促進すべきと考えますが、見解を伺います。 

○山下国際局長 外国人人口が増え続ける中、地域コミュニティーでの支え合いは大変

重要です。国籍別の集住状況の定量的な分析や国際交流ラウンジなどでの定性的な情

報に基づき地域における状況を把握した上で、市内の多様な外国人コミュニティーの

キーパーソンへのアプローチや日本語教室などで活動する外国人の方を把握していき

ます。また、通訳分野で活動している約200名の外国人ボランティアを引き続き増や

していくとともに、さらに地域のイベントや防災活動など新たな活動も働きかけ、そ

して根づかせ、外国人が地域の一員として活躍し続けられるまちを目指していきま

す。 

○髙田修平委員 ありがとうございます。地域の皆様から外国人の方々が大切な地域の

仲間と認識していただけるような多文化共生の意識醸成をしっかりと進めていただく

ようお願いし、次の質問に移ります。 

 次に、次世代に向けた国際平和の啓発について伺います。 

 昨年、戦後80周年の節目を迎えました。スライドを御覧ください。（資料を表示）

横浜大空襲が起きた５月29日には市庁舎アトリウムにおいて特別企画が開催され、私

も参加いたしました。南中学校の生徒の皆様が南中ピースメッセンジャーとして平和

への真摯な思いを堂々と発信する姿に未来への確かな希望と頼もしさを感じました。

日本はこの80年間、戦争という惨禍を経験しておりませんが、世界に目を向ければ国

際情勢は不安定であり、日本の平和もまた約束されたものではありません。平和な未

来に向け、とりわけ次世代を担う若い皆様には平和への意味を考え続けていただくこ

とが何よりも重要であると考えます。 

 そこでまず、国際平和の取組への若い世代の参画状況について伺います。 

○手塚総務部長 委員にもお越しいただきました５月の横浜大空襲をテーマとしたイベ
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ントでは８人の市立中学生が日頃の平和学習の成果を発表し、会場にも多くの学生が

来場しました。そのほか、令和７年度の主な取組で申し上げますと、８月には市庁舎

アトリウムで平和に関する絵本を集めたブックカフェやアニメーション映画の上映を

行い、未就学児やその保護者様にも御参加いただきました。また、小学生を対象とし

た平和学習の授業には約1400人、よこはま子ども国際平和スピーチコンテストには約

５万人と非常に多くの子供たちが参加しており、多様な取組を通じて若い世代の皆様

に平和を考える機会を御提供しました。 

○髙田修平委員 この若い世代の目線も非常に重要でありますが、横浜には多くの在住

外国人の方々が暮らしています。この横浜ならではの特性を生かして異なる歴史や文

化的背景を持つ人々とともに平和について語り合うことは極めて有意義であると考え

ます。外国人の方々が抱く平和観には私たちと共通する部分がある一方で、国や地域

によって大きく異なる点もあります。こうした多様な価値観に触れることは私たちが

世界的な視野で平和を捉え直す重要な機会となるはずです。 

 そこで、世界の視点から平和を議論できる環境づくりが重要と考えますが、お伺い

いたします。 

○山下国際局長 あさって３月８日には、若者が平和について議論しその声を国連に届

ける横浜ピース・サークルを自治体として初めて横浜市、本市の主催で実施します。

実施に当たっては外国人留学生にも参加を呼びかけまして、日本人、外国人合わせて

80名近い申込みをいただいているところです。気候変動など地球規模の課題が山積し

国際社会の分断が深まる中、平和の実現に向けてはグローバルな視点や国籍を越えた

相互理解が欠かせないと考えております。これまで築いてきた国際機関などとのネッ

トワークを活用しながら、これからも世界目線で平和について考える機会をつくって

まいります。 

○髙田修平委員 あさって横浜ピース・サークルがあるということで私も参加させてい

ただきます。楽しみにしております。多様な価値観を受け入れ発展してきた横浜だか

らこそ気づける平和への思いを若者の力を活用し世界に広く発信していただけるよう

お願いいたします。 

 最後に、ウクライナ避難民支援について伺います。 

 昨年もこの国際局の局別審査で質問させていただきましたが、残念なことにウクラ

イナへの侵略から５年目を迎えることとなっています。出入国在留管理庁の発表によ

りますと日本国内ではいまだ2000人近くの方が避難生活を行っており、引き続き日本

での生活を余儀なくされております。横浜市は当初から避難民支援に全力で取り組

み、市民、企業の皆様からも御協力をいただき、横浜市が一つとなって支援を続けて

まいりました。当初は生活基盤を整えるための支援が中心だったことから、横浜での

生活が長期化してきていることを踏まえて、ウクライナ避難民の皆様の現在の状況や

来年度の支援の方向性について確認したいと思います。 

 まず、ウクライナ避難民の現在の生活状況について把握していることを伺います。 

○手塚総務部長 令和８年２月末現在で市内では109名の方々が避難生活を送られてい
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ます。避難生活の長期化に伴いましてほとんどの方が就労、就学し、日常により近い

スタイルの生活を送られています。避難民の皆様を対象にした現況確認調査では、横

浜での暮らしについて安心安全に生活できているというお声をいただいております。 

○髙田修平委員 ありがとうございます。避難民の皆様が母国語で情報交換、交流を行

うための４年前に設置された「ドゥルーズィ」の運営は３月までと伺っています。日

中に立ち寄る方が減ってきていることから一区切りになったものだと思いますが、周

囲との引き続きのつながりを持っていくことは重要だと考えます。特に長期化する避

難生活の中では、避難民の方が避難民同士や日本人と交流したり、地域とつながるこ

とが大切です。 

 そこで、避難民の皆様の地域等へのつながりについて伺います。 

○手塚総務部長 現況確認調査では97％の方が避難民同士やウクライナ人、地域の日本

人と何らかの交流があると回答しており、ウクライナ交流カフェ「ドゥルーズィ」の

果たしてきた役割は大きかったと感じております。地域のイベント等においても、自

治会の盆踊りでウクライナの歌や踊りを披露したり、地域での料理教室でウクライナ

料理の講師を務められるなど、地域の方々との関係性も築かれてきていると認識して

おります。 

○髙田修平委員 スライドを御覧ください。（資料を表示）こちらは緑区と中区の区民

祭りでウクライナの方が出展したブースになります。横浜市が支援したと伺っていま

す。こちらを御覧ください。私の地元南区でウクライナ避難民の方がお店をオープン

したので、先日行ってまいりました。左のリリアさんは避難民の方で娘のカテリーナ

さんを頼って来日し支援を受けました。リリアさんは故郷の幼稚園で給食を作ってい

たこともあり、お店を営むのが夢だったとのことです。一定の支援も終わったことか

ら自立し横浜で飲食店を経営していくという希望の形だと思っております。こちらの

料理が左からビーツとペリメニとブリヌイといった、私もロシアンレストランで以前

バイトをしていたことがありまして、これは手作りで非常においしかったです。これ

はただの一例ですが、避難民の皆様が元の生活を取り戻すためになお長い年月を要す

ることが見込まれます。 

 そこで、令和８年度のウクライナ避難民支援の方向性について伺います。 

○山下国際局長 令和８年度は避難民の方々の生活状況を踏まえ、基本的には他の在住

外国人の方と同様の支援へと段階的に移行しつつも必要な支援はしっかりと行ってま

いります。具体的には市営住宅の無償提供、ウクライナ語での相談窓口やＳＮＳを通

じた情報提供、通訳・翻訳支援については令和８年度も継続して実施します。避難民

の皆様のお困り事をしっかりと受け止め、横浜で安心した生活が送れるよう個々の

ニーズに寄り添って取り組んでまいります。 

○髙田修平委員 ありがとうございます。ぜひニーズに寄り添って続けていただきたい

と思います。このお店はＣｏｌｉｂｒｉ Ｈｏｕｓｅというのですが、コリブリはハ

チドリを指す言葉で、ハチドリは愛や幸せの意味を持って大きな悲しみや苦痛を癒し

て前向きに生きる姿の象徴とも言われております。また、伺った際には子供食堂など
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を行っていきたいといったことで、こういった先ほど紹介した料理等で食を通じて市

民の皆様とも交流していきたいとのことでした。私が願うのは一刻も早いロシアによ

るウクライナ侵攻の終結であります。横浜での暮らしが避難民の皆様にとって引き続

き安定したものであるよう、また、横浜で暮らす間はここを故郷と同じように思って

いただけるよう取り組んでいただくことを要望して、質問を終わります。 

 ありがとうございました。（拍手） 

                                  

○麓理恵副委員長 次に、いそべ尚哉委員の質問を許します。（拍手） 

○いそべ尚哉委員 日本維新の会・無所属の会のいそべ尚哉です。順次質問していきま

す。よろしくお願いします。 

 まず、グローバル都市ブランディングについて伺います。 

 横浜は開港以来、外と向き合いながら発展してきた都市です。今改めてグローバル

都市の推進に向けた戦略を掲げることは、国際交流の延長という意味合いではなくて

本市の立ち位置を再定義していく意思表示だと受け止めております。 

 何を強みとし世界の中でどの役割を担うのか、本市の未来を切り開く重要な成長戦

略であると考えますけれども、そこで、グローバル都市戦略において都市ブランディ

ングの面で新たに強化するポイントについて伺います。 

○山下国際局長 都市間競争が激化する中、都市の活力や持続可能性を高めるためには

グローバルマーケットの変化に対応し、他都市との差別化、また強みの再定義を行

い、都市の認知度や存在感を高め、人や企業等に選ばれる都市になることが大変重要

と考えており、こうした視点をしっかり持って都市ブランディングの強化を図りま

す。現在、横浜の強みや課題、海外都市の好事例などについて改めて分析を進めてお

りまして、それらを踏まえて様々な政策を一貫したブランドコンセプトの下、発信し

ていきます。 

○いそべ尚哉委員 本市の成長戦略としても掲げるグローバル都市戦略が本市の魅力や

強みを世界に発信するブランディングを方向性とするのであれば、視点はより明確で

あるべきです。これまでのＴＩＣＡＤやアジア・スマートシティ会議、そして今後開

催されるＡＰＵＦ－９やGREEN×EXPO 2027、こうした国際イベントを単発で終わらせ

ず、一つ一つを都市の評価向上につなげ、本市の都市力を確実に引き上げていく視点

が不可欠だと考えています。 

 そこで、GREEN×EXPO 2027等の国際イベントを本市の都市ブランド向上にどのよう

に結びつけていくのか、伺います。 

○山下国際局長 GREEN×EXPO 2027は、グリーン社会の実現に向けて本市の政策や都市

モデルを国内外に示し国際社会におけるリーダーシップを発揮する絶好の機会となる

ため、その期間に合わせて環境や都市づくりをテーマにした国際会議を市内で複数開

催できるよう、現在、戦略的に誘致活動を進めております。これらの国際イベントを

連動させ、相乗効果により政策と横浜の魅力を一体的かつ戦略的に発信することで都

市のブランド価値を高め、国際的ネットワークの拡大、企業誘致、インバウンド誘客
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などに結びつけていきます。 

○いそべ尚哉委員 併せて申し上げたいのは、本市がこれまでトップ会談や国際技術協

力を通じて築いてきた関係性についてです。この関係性を今後のグローバル都市戦略

の推進にどう生かしていくのか、ここが極めて重要だと考えております。築いたネッ

トワークを資産として戦略に組み込んでいく視点が不可欠と考えます。 

 そこで、本市が構築した国際的ネットワークを資産として生かすべきと考えます

が、見解を伺います。 

○山下国際局長 本市が海外都市や国際機関などと築き上げた信頼関係は、グローバル

都市の実現を目指す上で大変貴重な資産だと認識しています。一例では、本市が発案

した循環型都市宣言制度の創設に当たって国際協力を通して関係を構築してきた複数

の海外都市に賛同いただきました。政策経営局と統合するメリットも生かし、各局が

有する国際的なネットワークも含めて情報を集約し、横浜と世界をつなぐチャネルと

して効果的に活用していきます。 

○いそべ尚哉委員 こうした国際イベントやネットワークの資産化という観点で言え

ば、都市ブランドを象徴的に打ち出せるのがトップ、市長による国際舞台での発信で

す。スライドを御覧ください。（資料を表示）こちらはAfrican BUSINESSという海外

ビジネス誌での市長のインタビュー記事ですけれども、ここでGREEN×EXPO 2027で

あったり、企業誘致であったり、グリーン社会の実現の取組であったりに言及されて

います。こういった発信は、私はパフォーマンスとか見せ方ではなくて実効性ある取

組であればトップが先頭に立ってどんどん進めていくべきだと思います。こうした発

信であったり、ＥＳＣＡＰ総会、ＡＰＵＦ－９の誘致などを通じて本市の方向性は外

に示されてきています。重要なのは、それを一過性で終わらせず都市戦略やネット

ワークと結びつけて積み上げていくことです。こうした継続的な発信が都市ブランド

の向上につながると考えます。 

 そこで、市長の国際発信を単発のメッセージで終わらせず、本市の都市ブランドの

向上に向けて戦略的に活用すべきと考えますが、見解をこちらは佐藤副市長に伺いま

す。 

○佐藤副市長 世界におけるプレゼンスの向上のためには質の高い政策を戦略的かつ効

果的に発信することが重要だと考えております。市長自らが影響力のあるメディア

や、あるいは国際会議の場で本市の政策を直接発信し国際社会におけるリーダーシッ

プを継続的に発揮することで、国際機関や海外都市からの期待がさらに高まります。

世界へ発信する政策の質を高めていくとともに、例えばグリーン分野では、昨年10月

に就任いたしましたイクレイ世界理事としての立場も十分に生かしながら、横浜なら

ではの都市ブランディングプロモーションを進めていきたいと考えております。 

○いそべ尚哉委員 ありがとうございます。グローバル都市戦略の推進に人材とネット

ワークの資産化、そして継続的な国際発信を組み合わせてGREEN×EXPO 2027を契機と

して本市の都市ブランドを組織体制が変わってもさらに高みへ押し上げる戦略的な展

開を要望しまして、次の質問に移ります。 
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 次に、サーキュラー都市の国際展開について伺います。 

 昨年で第14回を迎えたアジア・スマートシティ会議はアジア各都市が持続可能な都

市づくりを議論する場として発展してきています。そこで示されたのがＹＯＫＯＨＡ

ＭＡ ＣＩＲＣＵＬＡＲ ＬＩＮＫであり、あわせて、アジア循環型都市宣言制度も

創出され、本市は第１号の署名都市となっていますけれども、重要なのはＹＯＫＯＨ

ＡＭＡ ＣＩＲＣＵＬＡＲ ＬＩＮＫという本市の施策とアジア循環型都市宣言制度

のようなグローバルな動きをばらばらに取り組むのではなくて、連動させていくこと

が重要だという点です。 

 そこで、市内でのＹＯＫＯＨＡＭＡ ＣＩＲＣＵＬＡＲ ＬＩＮＫの取組とグロー

バルな都市ネットワークの動きを連動させて推進すべきと考えますが、見解を伺いま

す。 

○山下国際局長 委員おっしゃるとおりだと思います。ＹＯＫＯＨＡＭＡ ＣＩＲＣＵ

ＬＡＲ ＬＩＮＫは資源循環の新たな実践を市内から生み出すプロジェクトです。一

方、アジア循環型都市宣言の枠組みや新たに開催するアジア太平洋循環型都市フォー

ラムは海外の都市と成功事例や課題を持ち寄る場となっております。ＹＯＫＯＨＡＭ

Ａ ＣＩＲＣＵＬＡＲ ＬＩＮＫの実践事例を宣言制度のネットワークや新たな

フォーラムを通じて世界に発信するとともに、海外都市の知見を横浜に取り入れ、互

いの政策力を向上させる好循環をつくってまいります。 

○いそべ尚哉委員 循環型都市は環境施策にとどまらず産業構造の転換でもあり、都市

の競争力に直結するテーマです。アジア太平洋地域で都市化と資源の制約が進む中で

本市が具体的な技術や制度を示せれば、実践モデルとして存在感を発揮できると思い

ます。その鍵を握るのが市内企業です。国際会議が議論で終わるのか、ビジネス機会

につながるのかが分岐点です。これまでアジア・スマートシティ会議は企業と海外都

市の交流の場として機能してきました。先般委員も触れられていましたけれども、昨

年度はアジア循環型都市宣言の創設に加え、来年度からアジア太平洋循環型都市

フォーラムが新たに開催されることも発表されています。こうした流れの中でも市内

企業の海外ビジネスの機会と捉える視点は引き続き重要だと考えます。 

 そこで、アジア太平洋循環型都市フォーラムを通じた市内企業の海外ビジネス機会

の創出について伺います。 

○山下国際局長 アジア太平洋循環型都市フォーラムでは、循環型都市の実現に取り組

む海外都市のニーズに応じ市内企業の技術やサービスを紹介するセッションや商談機

会を一層提供していきます。フォーラムを契機として市内企業に直接海外都市や国際

機関の代表との関係を構築いただくとともに、フォーラム後も丁寧に協議を継続、後

押しすることで市内企業の海外ビジネス展開につなげていきます。 

○いそべ尚哉委員 都市間ネットワークは信頼の基盤です。その基盤の上に本市の企業

の技術やノウハウを載せることができれば、循環政策は国際貢献であると同時に経済

戦略になると考えます。その戦略的な推進を要望して次の質問に移ります。 

 最後に、海外事務所運営について伺います。 
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 昨年11月、会派有志でのタイ視察の際、バンコクのアジア事務所を訪問しました。

当視察においては、国際局の関係部署の皆様に様々取り計らいをいただきまして深い

学びを得ることができたことを改めて御礼申し上げます。スライドを御覧ください。

（資料を表示）こちらは、本市のアジア事務所が入るタイ政府工業省産業振興局の外

観と本市事務所のデスク、そして所長と撮影した写真ですけれども、現地に直接伺う

と海外事務所は情報収集の場にとどまらず、日々の対話と信頼の積み重ねが本市の国

際的な信用を支えているという実感がありました。所長それぞれが築いてきたネット

ワークや持ち帰った政策動向、市場情報は本市の重要な資産であり、個人の経験で終

わらせず本市の資産として生かすことが重要だと思います。また、GREEN×EXPO 2027

という機会を通じてこれまで築いた都市間ネットワークや経済団体などとの関係をい

かに誘客へ結びつけていくのかが問われると思います。 

 そこで、海外事務所を通じたGREEN×EXPO 2027への海外誘客の取組について伺いま

す。 

○山下国際局長 現地の旅行会社に団体旅行の造成を促すＢtoＢの取組や中国やタイな

ど特に訪日客の多い地域を中心に個人旅行者へ直接ＰＲするＢtoＣの取組を行うな

ど、海外事務所を通じて地域の特性に応じた誘客を推進しています。GREEN×EXPO 

2027には最先端のグリーンテクノロジーやサーキュラー都市施策の事例が集まること

から、欧米諸国も含めて国際会議での登壇機会や現地ネットワークを通じてＰＲし、

幅広く海外から誘客を促してまいります。 

○いそべ尚哉委員 GREEN×EXPO 2027を契機に海外に向けて本市をより積極的に発信し

ていただきたいと思いますけれども、そのＰＲの機会は海外事務所が現地で築いてき

た信頼関係の積み重ねがあってこそ生まれるものだと思います。あわせて、この事業

の活動の成果を市民に分かりやすく伝えることが市民理解の広がりにつながると考え

ます。 

 そこで、海外事務所の活動を市民により分かりやすく伝えるべきと考えますが、見

解を伺います。 

○山下国際局長 海外事務所の活動は現地メディアなどで紹介されることも増えている

一方で、その活動内容や成果が市民の皆様に分かりやすく届いているかという点では

改善の余地があると認識しています。これまでの業界専門誌やメディアを通じた発信

に加えて活動を紹介するウェブページの改修など、本市の広報ツールでの発信強化や

関係団体等の媒体、イベントなどを通じた発信を拡大し、市民や企業の皆様に寄与す

る海外事務所の活動や役割を知っていただく取組を一層強化してまいります。 

○いそべ尚哉委員 海外事務所は都市外交の最前線にあると感じています。短期的な成

果だけではなくて、築いてきたネットワークや得られた知見を本市の都市経営にどう

生かしていくかが大切だと思います。GREEN×EXPO 2027を契機に海外事務所が都市戦

略の中で一層効果的に運営されることを要望しまして質問を終わります。 

 ありがとうございました。（拍手） 
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○麓理恵副委員長 次に、長谷川えつこ委員の質問を許します。 

○長谷川えつこ委員 長谷川えつこです。 

 横浜市のグローバル人材育成について伺います。 

 昨今、気候変動や食料危機、国際社会における分断や対立の激化など市民生活に直

結する地域規模の課題が混在しています。様々な場面においてグローバル化の影響を

受ける中、将来を担う若者世代が世界の動向を的確に捉えて自らの考えで行動できる

力を早期に育むことは極めて重要です。実際に海外に行き世界の多様な文化や価値観

に直接触れることはとても有意義な経験だと思います。 

 そこでまず、令和７年度に国際局が行った若者への海外への挑戦を支援する取組に

ついて総務部長に伺います。 

○手塚総務部長 市内在住在学の高校生を対象に長期留学と短期留学にかかる費用の補

助を大幅に拡充しまして、世界を目指す若者100名を後押ししました。また、内閣官

房の万博国際交流プログラムを活用し、市立横浜商業高等学校と市立南高等学校の生

徒の皆さんのアフリカへの訪問と現地での交流を支援することで、世界に目を向け日

本と異なる環境へ飛び込む機会を提供しました。 

○長谷川えつこ委員 一方、海外での経験を伴う取組には一定の費用負担が生じてしま

い、誰もが気軽に参加できる状況とは言えないのも現状です。未来を担う子供たちに

は家庭環境や経済的背景を問わず異文化と出会う意欲を高め、多様性を尊重しながら

コミュニケーションを図る力を身につけることが重要であります。そのためにも教育

委員会やこども青少年局と連携し子供たちが様々な場面で世界とつながる機会を創出

していただきたいと思います。 

 そこで、局の垣根を越え横浜の国際的なリソースを十分に活用しながら次世代育成

を進めるべきと考えますが、局長の見解を伺います。 

○山下国際局長 グローバル都市戦略では庁内横断で重点的に取り組む柱の一つにグ

ローバル人材育成を掲げています。これまでも、市立小中学校においてＴＩＣＡＤ９

開催に合わせてアフリカ料理を給食に取り入れたり、国連ＷＦＰが世界の食料問題な

どについての授業を実施するなど、関係局と連携して子供たちが世界とつながる取組

を進めてきました。ＡＰＵＦ－９などの国際会議や国連と連携した平和啓発活動など

横浜ならではのリソースを生かし次世代が平和や地球規模課題について考え、取り組

む機会を拡充し、一人一人の可能性や選択肢の拡大へつなげていきます。 

○長谷川えつこ委員 横浜の子供たちにグローバルな志を育むとともに本市が持つピー

スメッセンジャー都市という称号に誇りを持ち、国際平和にも貢献するような人材に

成長してほしいと考えています。その誇りや志が次世代にしっかりと根づくよう横浜

の豊かな資源を最大限に活用し、局の縦割りを超えて連携しながら取組を進めていた

だくことを強く要望し、私の質問を終わります。 

 ありがとうございます。 

                                  

○麓理恵副委員長 ほかに御質問はございませんのでお諮りいたします。 
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 国際局関係の審査はこの程度にとどめて常任委員会に審査を委嘱し、都市整備局関

係の審査を行いたいと思いますが、御異議ございませんか。 

        〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○麓理恵副委員長 御異議ないものと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

                                  

○麓理恵副委員長 この際60分間休憩いたします。 

                             午後０時04分休憩 
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